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エッセイ

地震のリスクと共存する新しい生活 
様式とは？
佐竹健治

　2020 年は新型コロナウイルスCOVID-19 によっ
て世の中が大きく変化した．特に，4月～5月には
政府によって緊急事態宣言が出され，戦後最悪とも
される社会・経済活動（大学では教育・研究活動）
への打撃を与えた．先が見通せずに進行していくコ
ロナ禍の中で，政府や地方自治体は専門家会議など
を開いて意見を求めたが，感染症以外の専門家も交
えて下した決断は，ワクチンの開発や集団免疫がで
きるまでは感染のリスクを抱えながら社会・経済活
動を行うという，ウィズコロナの政策であった．
　ウィズコロナ時代，さらには感染症が終息した後
のポストコロナ時代の新しい生活様式（ニューノー
マル）として，在宅勤務によるテレワークやオンラ
インでの講義や会議など，サイバー空間での活動が
一気に加速した．大学では研究や教育活動，特に，
学生の卒業や入学に影響が出ないよう，講義に限ら
ず大学院の入学試験や論文発表もオンラインで行っ
ている．その結果，国内・国際学会や事務的な会議
は，参加者との顔を突き合わせての議論や雑談はし
にくいものの，オンラインでもほとんどの議事をこ
なせることがわかった．感染症が終息した後のポス
トコロナの時代でも，オンライン会議によって出張
にかかる費用や時間を節約することが予想される．
　コロナウイルスを地震に置き換え，地震学と社会
の関係を振り返ってみよう．1995 年阪神・淡路大
震災，2011 年東日本大震災などを経て，神戸にお
ける地震の発生，地震の短期的予知の可能性，M9
クラスの超巨大地震の可能性や津波の長期評価な
ど，その時点での地震学の知見や限界・不確定性が
社会へきちんと伝わっていなかったことが議論されてきた．また，地震学は
「科学に問うことはできるが，科学だけでは答えることができない」トラン
ス・サイエンスであるという指摘もあった．2017 年には，気象庁は東海地
震に関する情報の発表を取りやめ，大規模地震対策特別措置法に基づく警戒
宣言が発出されることはなくなった．これは，科学的には確度の高い地震の
直前予測は不可能であることが世界中の地震学の常識となり，実際に警戒宣
言が出された場合に社会や経済に与える損失についても指摘がなされていた
ことなどによる．コロナ禍での緊急事態宣言とその社会的影響をみると，こ
の対応は賢明なものであったのだろう．
　新型コロナウイルスについての知見が社会に示されるのと同様に，われわ
れは年々進歩する地震学の知見について，その限界や不確定性とともにつね
に社会と共有し，政策に反映させる必要がある．地震や津波のリスクと共存
する「新しい生活様式」として，われわれは何を社会に提案できるだろうか？

佐竹健治
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1． は じ め に

　スロー地震は通常の地震と比べて断層がきわめ
てゆっくりと間欠的に滑る（ずれ動く）現象であ
る．これまでの研究から，世界各地のプレートと
プレートの境界では多種多様なスロー地震が発生
することが明らかになっている．
　西南日本に位置し，巨大地震の発生が想定され
る南海トラフは，世界で最もスロー地震研究が進
んだプレート沈み込み帯である．南海トラフで
は，2002 年に発見されたテクトニック微動（1 Hz
から 10 Hz の周波数帯で観測される数十秒から数
百秒，あるいはそれ以上続く微弱な振動；以下，
微動）をはじめ，超低周波地震（10 秒から 100
秒の周期のゆったりとした揺れが卓越する地震）
や，スロースリップイベント（数日から数年かけ
て断層がゆっくり滑る現象）などさまざまなス
ロー地震が，ユーラシアプレート下に沈み込む
フィリピン海プレート上面で頻繁に観測されてい
る（Obara and Kato, 2016）．これらのスロー地
震はプレート境界面上の巨大地震発生領域を取り
囲むように発生している．このことから，スロー
地震と南海トラフ巨大地震の関係がさかんに研究
されてきた．
　南海トラフにおけるスロー地震研究の大きな進
展とは対照的に，東日本太平洋沖に位置し，太平
洋プレートがオホーツクプレート下に沈み込む日
本海溝のスロー地震活動の全容は長らく謎に包ま
れてきた．日本海溝のスロー地震研究にはいくつ
かの先駆的な研究がある．たとえば，1992 年 7 月，
岩手県はるか沖合で，マグニチュードの大きな群
発地震（7 個の 6.0 ≦ Mj ≦ 6.9 の地震）を伴う
Mw 7.3～7.7 の過渡的な非地震性滑り（「ウルトラ
スロー地震」）が伸縮計によって観測された

（Kawasaki et al., 1995）．ここで，非地震性滑り
とは短周期の地震波を放出しない低速な断層滑り
のことである．また，日本海溝では 2011 年 3 月
11 日に日本観測史上最大の地震である Mw 9.0 東
北地方太平洋沖地震（以下，東北地震）が発生し
たが，東北地震の 1 カ月前にも同地震の滑り領域
内部で Mw 7.0 のスロースリップイベントが発生
していたことが，海底水圧計観測により明らかと
なった（Ito et al., 2013）．これらの先駆的研究に
より，日本海溝においても南海トラフと同様にス
ロー地震が発生することは知られていた．しか
し，スロー地震が発生する場所が陸から遠いはる
か沖合であったため，陸域の観測網ではスロー地
震の観測が難しく，また，これまでの海底観測は
限られた領域でしか行われていなかったことも
あって，日本海溝全域（南北約 800 km）にわた
る詳細なスロー地震分布や，スロー地震分布と東
北地震の滑り領域の関係は明らかにされていな
かった．
　2016 年，防災科学技術研究所が日本海溝海底
地震津波観測網（S-net）の運用を開始した．こ
の大規模な海底観測網により，日本海溝全域にわ
たるスロー地震の詳細な分布を解明することがつ
いに可能となった．本稿では，S-net や陸域の地
震・測地観測網の観測データによって，近年明ら
かとなった日本海溝全域にわたるスロー地震の分
布（Nishikawa et al., 2019）を紹介し，日本海溝
におけるスロー地震と巨大地震の関係や，日本海
溝と南海トラフのスロー地震分布の違いについて
議論する．

2． S-net が明らかにした日本海溝の 
スロー地震分布

　S-net は海底ケーブルによって接続された 150
の観測点（地震計と海底水圧計が一体となった観
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測装置）からなり，千葉県房総半島沖から北海道
根室半島沖までの南北約 1,000 km にわたって東
日本太平洋沖に設置されている（図 1）．これは，
日本海溝全域と千島海溝南端部にあたる．S-net
はこれらの広大な領域においてスロー地震（とく
に微動）を観測することを可能にした．図 2 に
S-net によって観測された微動の波形の 1 例を示
した．これは，茨城県北部のはるか沖合（北緯
36.7°，東経 142.5°付近）に設置された観測点で
記録された波形である．この波形は，P 波・S 波
の到着が不明瞭で，数十秒から数百秒にわたり微
弱な振動が続くという典型的な微動の特徴を示し
ている．
　2016 年 8 月 15 日 か ら 2018 年 8 月 14 日 ま で
に，S-net が記録した地震波形データから検出さ
れた日本海溝沿いの 6,759 個の微動の震央を図 3
に示した．微動は，主に千葉県から茨城県のはる
か沖合（北緯 35°～37°；1,877 個）と，岩手県か
ら北海道十勝（北緯 39°～42°；4,807 個）のはる
か沖合において，オホーツクプレート下に沈み込
む太平洋プレート上面の 10～20 km の等深線に
沿って頻繁に発生していた．その一方，東北地震
の滑り領域が位置する福島県から宮城県（北緯
37°～39°）の沖合では，微動の発生頻度が千葉
県・茨城県や岩手県・北海道十勝の沖合と比べて

図 1　 日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の観測点
分布．丸は S-net の観測点，黒い線は海底ケー
ブル．6 つの海域に 150 点設置されている．黒
い閉曲線は東北地震の滑り領域（滑り量 10  m の
コンター）（Iinuma et al., 2012）．黒い破線は日
本海溝の海溝軸，黒い矢印はオホーツクプレー
トに対する太平洋プレートの運動方向

図 2　 S-net により観測された茨城県北部はるか沖合の微動の震央分布（左）と波形（右）．左図で，2 つの濃いグレー
の丸は検出された微動の震央を，星は F-net 広帯域地震観測網によって観測された超低周波地震の震央を示
す．小さい丸は，2016 年 8 月 15 日から 2018 年 8 月 14 日までに検出されたその他の微動の震央．斜め十字
は S-net の観測点の位置を示す．右図で，2 つの濃いグレーの縦線は検出された微動の発生時刻を，薄いグレー
の縦線（1 つ目の濃いグレーの縦線の直前）は超低周波地震の発生時刻を示す
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きわめて低く，2016 年 8 月 15 日から 2018 年 8
月 14 日までに 32 個しか検出されなかった．これ
は検出された全微動（6,759 個）の 0.5% にすぎな
い．
　日本海溝の微動活動は，南海トラフにおいて沈
み込むフィリピン海プレート上面深部（30～
40 km の等深線沿い）で発生する微動（深部微動）
の活動と類似した特徴を示した．たとえば，十勝
沖では 1 日に 20 km 程度の速さで，太平洋プレー
トの等深線にそって微動の震央が南西方向に移動
する現象が観測された（図 3C）．同程度の速さの
プレート等深線に沿った震央移動現象が南海トラ
フの深部微動でもしばしば観測されている．ま
た，日本海溝の微動は，陸域の F-net 広帯域地震
観測網により観測された Mw 3.4～3.6 の超低周波

地震（図 3A，B の北緯 36.7°付近の黄色の星）や，
GEONET（Global Navigation Satellite System

（GNSS）連続観測システム）により 2017 年 5 月
から 6 月に千葉県東方はるか沖で観測された Mw 
6.4 のスロースリップイベント（図 3A，E の北緯
35.4°付近の緑の四角形）と同時に発生していた．
このような，複数の種類のスロー地震が同時に発
生する現象も，南海トラフ深部においてしばしば
観測されている．
　その一方，日本海溝の微動活動は南海トラフの
深部微動活動と異なる特徴も示した．たとえば，
2016 年 8 月 岩 手 県 は る か 沖 合（ 図 3A の 北 緯
39.0°～40.4°，東経 143.7°付近）で，微動活動と
大きなプレート境界地震（Mj 6.4 と Mj 6.2；図
3D の赤い星）が空間的に近接（数十 km 程度）

図 3　 （A）2016 年 8 月 15 日から 2018 年 8 月 14 日までに日本海溝沿いで検出された微動の震央分布．紫色から水
色の点は微動を示す．色はそれぞれの微動の継続時間を示す．微動の検出はオレンジ色の領域内で行われた．
黄色の星は超低周波地震を，赤い星は気象庁一元化震源による通常の地震を示す．緑色の正方形は 2017 年 5
月から 6 月に GEONET（GNSS 連続観測システム）によって観測されたスロースリップイベントの断層モデル．
黒い三角は S-net の観測点．黒い実線は太平洋プレートの 10 km 間隔の等深線．（B）検出された微動の時空
間分布．（C～E）（B）で示した微動の時空間分布の拡大図
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して同時に発生した．この微動活動はプレート境
界地震に 2 日程度先行して活動を開始していた

（図 3D）．このような微動活動と大きなプレート
境界地震の同時発生現象は，南海トラフ深部では
観測された例がない．また，前節で紹介したよう
に，この地域では 1992 年 7 月にもマグニチュー
ドの大きな群発地震（7 個の 6.0 ≦ Mj ≦ 6.9 の地
震）と Mw 7.3～7.7 の非地震性滑り（「ウルトラス
ロー地震」）が同時に発生する現象が観測されて
いる．これらの観測事実から，岩手県はるか沖合
のプレート境界は，通常の地震とスロー地震が空
間的に近接して同時に発生するという，南海トラ
フではみられない特徴をもつと考えられる．

3． 日本海溝のスロー地震分布と 
東北地震の滑り領域の空間的関係

　図 4 には，スロー地震関連現象の空間分布と日
本海溝のプレート境界面上で発生した Mj 7 以上
の大地震の滑り領域を示した．ここで，スロー地
震関連現象には，微動や，超低周波地震，スロー
スリップイベントに加えて，「繰り返し地震を含
む群発地震活動」も含まれている．繰り返し地震
は，プレート境界面上の同一の小さな固着域（断
層が滑らずにくっついている領域）が繰り返し破
壊される現象であり，発生するたびにまったく同
じ地震波形が観測されるという特徴をもつ．繰り
返し地震は固着域周辺の非地震性滑り（定常滑り
やスロースリップイベントなど）によって駆動さ
れると考えられている．また，群発地震は，明確
な本震のない小さな地震の群れであり，しばしば
非地震性現象に誘発される．とくに沈み込み帯で
は，スロースリップイベントに伴って発生するこ
とがある．たとえば，フィリピン海プレートがオ
ホーツクプレート下に沈み込む相模トラフでは，
プレート境界面上でスロースリップが発生するた
びに，スロースリップの滑り領域周辺で繰り返し
地震を含む群発地震活動が誘発される．また，東
北地震の 1 カ月前に同地震の滑り領域内部で発生
したスロースリップイベントも，繰り返し地震を
含む Mj 5 程度の群発地震活動を伴った（Kato et 
al., 2012）．これらの観測事実をふまえ，図 4 で

は繰り返し地震を含む群発地震活動を，スロース
リップイベントの発生を示唆する現象としてス
ロー地震関連現象に含んでいる．これらの群発地
震活動は，気象庁一元化震源の Mj 3 以上の地震
から検出された．また，繰り返し地震は，北海道
大学，弘前大学，東北大学，および東京大学の微
小地震観測網により観測された．図 4 において，
微動は 2016 年 8 月から 2018 年 8 月までの期間
に，超低周波地震は 2005 年 1 月から 2018 年 8 月
までの期間に，スロースリップイベントは 2017
年 5 月から 6 月に，繰り返し地震を含む群発地震
は 1991 年 1 月から 2010 年 12 月までの期間に検
出されたものである．
　スロー地震関連現象は，岩手県沖と茨城県沖で
とくに多数観測された（図 4）．岩手県沖（北緯
39°～41°）では，微動（継続時間 80 秒以上）が
300 個，超低周波地震が 41 個，繰り返し地震を
含む群発地震が 92 イベント（8 系列）検出され
た（図 4B）．茨城県沖（北緯 35°～37°）では，
微動（継続時間 80 秒以上）が 268 個，超低周波
地震が 83 個，繰り返し地震を含む群発地震が
188 イベント（26 系列）検出された（図 4C）．ま
た，同地域では 2017 年 5 月から 6 月に Mw 6.4 の
スロースリップイベントが検出された（図 4A の
緑の四角形）．一方，東北地震の滑り領域が位置
する宮城県沖（北緯 37°～39°）では，微動（9 個）
や，超低周波地震（6 個），繰り返し地震を含む
群発地震（35 イベント，6 系列）が岩手県沖や茨
城県沖と比べて少なく，東北地震の滑り領域とス
ロー地震関連現象（とくに微動）の分布は空間的
に相補的である（図 4A）．また，東北地震にか
ぎらず，1930 年以降に日本海溝のプレート境界
で発生した Mj 7 以上の大地震の滑り領域は，ス
ロー地震関連現象が比較的少ない地域に分布して
いる．スロー地震関連現象がとくに多数観測され
た岩手県のはるか沖合（北緯 39.0°～40.4°，東経
143.7°付近）と茨城県のはるか沖合（北緯 35.7°～
37.0°，東経 142.3°付近）は，東北地震も含め，
どの大地震（図 4B，C のオレンジの領域）でも
大きく滑ってはいない．その一方で，岩手県のは
るか沖合では，1992 年 7 月にマグニチュードの
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大きな群発地震（7 個の 6.0 ≦ Mj ≦ 6.9 の地震）
を伴う Mw 7.3～7.7 の非地震性滑り（「ウルトラス
ロー地震」）が観測されている（図 4B の緑の領
域）．また，同地域では，東北地震後にアフター
スリップ（大地震後のプレート境界面上の過渡的
な非地震性滑り）が発生したことが，繰り返し地
震の解析から明らかになっている（Uchida and 
Matsuzawa, 2013）．茨城県のはるか沖合でも，

GNSS- 音響測距結合方式による海底地殻変動観
測（GNSS-A 観測）によって，東北地震後に大規
模なアフタースリップが発生したことが明らかに
されている（図 4C の黒い破線）（Iinuma et al., 
2016）．これらの観測事実から，岩手県と茨城県
のはるか沖合のプレート境界は，大地震の発生時
には大きく滑らず，大地震間あるいは大地震後に
発生するスロー地震やアフタースリップなどの非

図 4　 （A）日本海溝のスロー地震関連現象と大地震の滑り領域の分布．（B，C）岩手県と茨城県のはるか沖合の拡
大図．それぞれのシンボルは図中の凡例を参照．東北地震の滑り領域（滑り量 10 m のコンター）とアフター
スリップ（滑り量 0.4 m のコンター）はそれぞれ Iinuma et al.（2012）と Iinuma et al.（2016）による．Mj 7
以上の大地震の滑り領域は Yamanaka and Kikuchi（2004），Mochizuki et al.（2008），山中（2005），Ohta et 
al.（2012），Kubo et al.（2013），Kubo and Nishikawa（2020）による．沈み込んだ海山の位置は Mochizuki 
et al.（2008）による．微動（継続時間 80 秒以上）は 2016 年 8 月から 2018 年 8 月までの期間に，超低周波地
震は 2005 年 1 月から 2018 年 8 月までの期間に，スロースリップイベントは 2017 年 5 月から 6 月に，繰り返
し地震を含む群発地震は 1991 年 1 月から 2010 年 12 月までの期間に検出された
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地震性滑りによって，蓄積したひずみエネルギー
を解消していると考えられる．

4． 日本海溝の巨大地震発生プロセスにおける 
スロー地震多発領域の役割

　前節で述べたように，岩手県のはるか沖合（北
緯 39.0°～40.4°，東経 143.7°付近）と茨城県のは
るか沖合（北緯 35.7°～37.0°，東経 142.3°付近）
に位置するスロー地震多発領域は，東北地震も含
め，1930 年以降に日本海溝のプレート境界面で
発生したどの大地震の発生時にも大きく滑っては
いない（図 4B，C）．その一方，これらの領域で
は東北地震後に大規模なアフタースリップが発生
した．これらの観測事実から，岩手県と茨城県の
はるか沖合に位置するスロー地震多発領域は，大
地震発生時の高速な断層滑りを妨げ，低速な滑り
を促す性質をもつと推測される．これらの地域の
プレート境界面は速度強化の摩擦的性質（断層面
の滑り速度が増加すると摩擦力が増加する性質）
を有するのかもしれない．つまり，大地震の破壊

（高速な断層滑りの広がり）がスロー地震多発領
域に到達するとプレート境界面の摩擦力が急激に
増加し，大地震の高速な滑りが停止する．そして，
地震後に，ゆっくりと時間をかけてプレート境界
面が滑る（アフタースリップ）と解釈できる．た
だし，これらの地域でスロー地震（自発的で低速
な断層すべり）が頻繁に発生するという事実をふ
まえると，たんなる速度強化ではなく，断層の滑
り速度が増加するにつれて速度弱化（断層面の滑
り速度が増加すると摩擦力が減少する性質）から
速度強化に切り替わるような摩擦的性質が必要で
ある．これは，純粋な速度強化の摩擦では自発的
な断層すべりを引き起こすことができないためで
ある．
　以上の解釈によって，岩手県と茨城県のはるか
沖合に位置するスロー地震多発領域で，東北地震
の断層滑りが停止したことを説明できる．しか
し，宮城県沖に関してはいぜん謎が残されてい
る．宮城県沖では，東北地震の 1 カ月前に Mw 7.0
のスロースリップイベントが海底水圧計により観
測されている（図 4A の水色の長方形）．図 4A

をみると，1991 年 1 月から 2010 年 12 月までの
期間に宮城県沖の東北地震の滑り領域内部で，繰
り返し地震を含む群発地震活動がいくつか検出さ
れている．また，東北地震の滑り領域の北端（北
緯 38.9°，東経 143.5°）では，超低周波地震が東
北地震前（2005 年 1 月から 2011 年 3 月 10 日ま
で）の期間に，微動が東北地震後（2016 年 8 月
から 2018 年 8 月まで，とくに 2016 年 11 月）の
期間に観測されている．これらの事実から，東北
地震の断層滑り領域内部では，岩手県や茨城県の
はるか沖合と比べると頻度はかなり低いながら
も，東北地震前後を問わずスロー地震が発生して
いたと考えられる．では，なぜ宮城県沖のスロー
地震発生領域は，東北地震の破壊を停止させるこ
となく，東北地震の発生時に大きく高速に滑って
しまったのだろうか？
　この疑問に対する答えとして 2 つの仮説が考え
られる．1 つ目は，東北地震前に同地震の滑り領
域内部で発生したスロースリップイベント（以
下，東北地震直前スロースリップ）は，東北地震
の震源核の形成過程であり，岩手県や茨城県のは
るか沖合で頻発しているスロー地震とは物理メカ
ニズムが異なるという仮説である．地震（自発的
で高速な断層滑り）が発生するためには，地震を
引き起こす断層の一部が地震に先行して低速に滑
り始め，周囲に応力を集中する必要があるという
ことが，岩石を用いた摩擦実験や，断層の摩擦の
物理，数値シミュレーションによって示されてい
る（中谷，2013）．このように，地震に先行して
低速に滑り始めている部分を震源核と呼ぶ．低速
な断層滑りという点は，南海トラフや，岩手県・
茨城県のはるか沖合で頻繁に観測されるスロー地
震と同じである．しかし，震源核の形成過程は地
震発生の準備過程であり，震源核の形成領域に大
地震発生時の高速な断層滑りを妨げ，低速な滑り
を促すという性質はない．つまり，地震発生前に
は低速に滑っていた震源核形成領域も，地震の発
生時には大きく高速に滑る．このことから，東北
地震直前スロースリップが震源核の形成過程を観
測したものであったとすれば，東北地震の破壊が
宮城県沖のスロー地震発生領域で停止しなかった
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ことを説明できる．
　もう 1 つの仮説は，岩手県沖や茨城県沖と同
様，宮城県沖のスロー地震発生領域も大地震発生
時の高速な断層滑りを妨げ，低速な滑りを促す性
質を有していたものの，東北地震の破壊を止めき
れなかったというものである．高速な断層滑りを
妨げる領域（以下，バリア領域）において大地震
の破壊が停止するか否かは，バリア領域の面積と
バリア領域に到達するまでに地震がすでに破壊し
た 断 層 の 面 積 に 大 き く 依 存 す る（ た と え ば
Kaneko et al., 2010）．バリア領域の面積が，地
震がすでに破壊した断層の面積と比べて十分に大
きい場合，地震の破壊はバリア領域内で停止す
る．しかし，バリア領域の面積の大きさが十分で
ない場合，地震はバリア領域内で停止せず，それ
を破壊してしまうことがある．このことから，東
北地震の破壊が宮城県沖のスロー地震発生領域に
到達したとき，すでにプレート境界面の広大な領
域が破壊され，高速に滑っていたとすれば，宮城
県沖のスロー地震発生領域が東北地震の破壊を止
められなかったのも不思議ではない．
　現在の観測データでは，上述の 2 つの仮説のい
ずれが正しいか（あるいは，いずれも正しくない
か）結論づけることはできない．また，これらの
仮説は必ずしも相反するものではないので，東北
地震前の期間に宮城県沖では震源核の形成と，岩
手県・茨城県沖と同様のスロー地震がともに発生
していた可能性も考えられる．これらの疑問を解
決するためには，宮城県沖のスロー地震活動を今
後継続的に観察し，スロー地震の発生頻度や，ス
ロー地震発生領域の面積，発生するスロー地震の
種類が岩手県・茨城県沖と比べてどう違うのか詳
細に検討する必要がある．

5． 日本海溝と南海トラフのプレート境界面で 
発生する地震現象の比較

　図 5 に，日本海溝と南海トラフのプレート境界
面を模式的に示した．プレート境界面上で発生す
る地震現象（巨大地震や，大地震，スロー地震）
の空間分布には，日本海溝と南海トラフで大きな
違いがある．南海トラフでは，プレート境界面が

深くなるに従って，浅部スロー地震，巨大地震，
深部スロー地震の順に発生する地震現象が変化す
る．プレート境界面の深さが同じであれば，発生
する地震現象はおおむね同じである．その一方，
日本海溝では深さ方向のみならず，等深線に沿っ
た方向にも地震現象が大きく変化する．たとえ
ば，深さ 10～20 km の等深線にそって岩手県沖
ではスロー地震，宮城県沖では巨大地震，茨城県
沖ではスロー地震の順に変化する．さらに，それ
ぞれの地域の中でも異なる地震現象が複雑に分布
している．たとえば，岩手県沖と茨城県沖のプ
レート境界浅部（深さ 10～20 km）では，微動・
超低周波地震と繰り返し地震・群発地震が同じ深
さで近接して発生している（図 4B，C，5）．こ
れは南海トラフでは見られない特徴である．ま
た，前節で述べたとおり，宮城県沖では東北地震
の断層滑り領域の内部で，東北地震前後を問わず
スロー地震（東北地震前の期間に超低周波地震と
スロースリップイベント，東北地震後の期間に微
動）が観測されている．このように，日本海溝の
プレート境界面における地震現象の分布は南海ト
ラフと比べてきわめて複雑である．
　なぜ，日本海溝のプレート境界面では南海トラ
フに比べ地震現象が複雑に分布するのか，その理
由は明らかではない．しかし，日本海溝と南海ト
ラフには，沈み込むプレート上面の海底地形や，
沈み込むプレートの年代（海嶺でプレートが形成
されてから経過した時間）などさまざまな点で大
きな違いがあり，これらの違いが地震現象の分布
の複雑さの違いに影響を与えているかもしれな
い．たとえば，日本海溝では，茨城県沖において
海山列が沈み込んでおり，沈み込んだ海山近傍で
微動が頻発している（図 4C，5 の茶色の領域）．
その一方，宮城県沖や岩手県沖の沈み込む太平洋
プレート上の海底地形には海山のような大規模な
凹凸はみられず，比較的平坦である．このような
沈み込む海底地形の違いは，プレート境界の断層
形状や，プレート境界面上の物質の分布の違い，
応力の違いを生み，日本海溝における地震現象の
空間分布の複雑さの一因となっている可能性があ
る．また，日本海溝では古いプレート（プレート



スロー地震多発領域が東北地震の破壊を止めた── 9

年代一億三千万年程度）が，南海トラフでは新し
いプレート（二千万年程度）が沈み込んでいる．
プレートの年代はプレートの温度と強く相関する

（古いプレートは冷たく，新しいプレートは暖か
い）．このような沈み込むプレートの年代の違い
に起因する温度構造の違いが，両沈み込み帯にお
ける地震現象の空間分布の違いの一因となるかも
しれない．この他にも，プレートの沈み込み速度
の違いや，プレートの沈み込み角度の違い，海溝
を充填する堆積物の厚さの違い，構造侵食作用・
付加作用の違い，プレートが沈み込む際に屈曲す
ることで形成される正断層群の発達とそれに伴う
加水作用の違いなど，両沈み込み帯にはさまざま
な違いがある．これらの違いがプレート境界の変
形プロセスに複合的に影響し，両沈み込み帯にお
ける地震現象の空間分布の違いを生んでいる可能
性がある．

6． お わ り に

　S-net や陸域の観測網により，日本海溝のプ
レート境界面におけるスロー地震活動の全容が近
年明らかになりつつある．日本海溝では，岩手
県・茨城県のはるか沖合のプレート境界面（深さ
10～20 km）でスロー地震がとくに多発している．
東北地震の滑り領域が位置する宮城県沖において
もスロー地震は発生しているものの，岩手県・茨
城県沖と比較すると発生頻度はきわめて低い．岩
手県・茨城県沖のスロー地震多発領域は，東北地
震も含めて 1930 年以降のどの Mj 7 以上の大地震
の発生時にも大きく滑ってはいない．その一方，
これらの地域では，東北地震後に大規模なアフ
タースリップが発生した．このことから，岩手
県・茨城県沖のスロー地震多発領域は大地震の高
速な断層滑りを妨げ，低速な滑りを促す性質をも
つと推測される．今後，日本海溝以外の沈み込み
帯においても，プレート境界面のスロー地震多発
領域と大地震の滑り領域の空間分布を詳細に調査
し，スロー地震多発領域が大地震の高速な滑りを
妨げるという仮説をさらに検証する必要がある．
　また，日本海溝と南海トラフでは，プレート境

界面で発生する地震現象（巨大地震，大地震，お
よびスロー地震）の空間分布に大きな違いがある
ことも明らかになった．日本海溝の地震現象の空
間分布は南海トラフと比べてきわめて複雑であ
る．南海トラフではプレート境界面が深くなるに
従い，発生する地震現象が変化する．一方，日本
海溝では深さ方向のみならず，プレート境界面の
等深線にそった方向にも地震現象が大きく変化す
る．今後の課題は，日本海溝において地震現象の
空間分布の複雑さを生む原因を特定することである．
　いまだ世界の多くの沈み込み帯では，スロー地
震活動の全容は明らかにされていない．日本周辺
では，千島海溝や，伊豆・小笠原海溝，琉球海溝
のスロー地震活動についてはいまだわからないこ
とが多い．スロー地震研究のさらなる進展のため
には，各地の沈み込み帯において観測研究を推し
進め，スロー地震活動の詳細を明らかにする必要
がある．あわせて，スロー地震活動にもとづいて
世界各地の沈み込み帯を分類し，その分類と沈み
込み帯の特徴量（沈み込む海底地形やプレート年
代など）の関係を系統的に調査する取り組みが，
沈み込み帯のスロー地震活動やプレート境界の変
形プロセスを支配する物理メカニズムを解明する
上で，重要になるだろう．
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1． は じ め に

　一般の人々にとって，「余震」は大きな地震「本
震」の後に断続的に起こるゆれであろう．一方で，
地震研究者にとって，余震とは本震を引き起こし
た断層（震源断層）とそのごく近傍で起こる本震
よりも小さな地震である．ゆれをともなわずとも
観測網で検知されるすべての地震が対象となる．
群発地震と同様，時空間的にクラスターをつくる
地震活動の 1 つである．
　余震は震源断層の割れ残った（すべり残った）
部分が破壊されるプロセスとみることもできる
が，震源断層面以外にも多数発生する．特に震源
断層との分離が明確な場合を「オフフォルト余震

（off-fault aftershock）」という場合もある．オフ
フォルト余震がそれなりに遠方であれば「誘発地
震」とされ，成因まで検討されずに称されること
もあるが，両者の区別は難しい．
　平成 28 年の熊本地震では，4 月 14 日にマグニ
チュード（M）6.5 の地震が発生し，この地震の
余震活動中の 16 日に余震域で M7.3 の地震が発
生した．後者を本震とし，前者を後者の「前震」
とよぶ場合が多いが，後者を前者の「余震」の 1
つとする考え方も可能であろう（定義の議論はさ
ておき）．このような，余震という定義の難しさ
もあってか，その後，気象庁の公式見解から「余
震」という言葉が消えた．
　熊本地震をみても余震が最初の本震よりも大き
くなる可能性もあり，余震といえども侮れない．
また，本震発生後に最大余震（最大震度）とその
発生時期を懸念する報道が多くなる．
　さて，この「余震」はいつまで続くものであろ
うか．これが本稿のテーマである．ゆれをともな
う余震は本震後 1 カ月くらいで収まる印象がある

が，近年の高精度地震計・高密度地震観測網で検
知されるごく微小地震も含めると，余震は数年～
数十年続くというのが本稿の結論である．余震発
生数（N）は，基本的に観測初日の地震数を K
とすれば，大雑把にいえば本震以降一日あたり
K/t（t は本震からの経過日）となる．これを余
震の大森則という（Omori，1894）．その後，こ
の単純な減衰傾向は本震によってやや異なること
がわかり，微調整ができる改良大森則もしくは大
森⊖宇津則（Utsu，1961）として，余震活動の予
測などに使われている．ただし，改良大森則はあ
くまでも経験則であり，余震発生の物理過程の完
全な理解に基づくものではない．特に，本稿テー
マの継続時間も含め，最大余震の規模，余震の総
数，活動範囲など，本震後の地震危険度評価につ
ながる根本的な部分は研究途上だ．そのなかに
は，本震 M が大きいほど余震活動は長い，といっ
た誤解もある．熊本地震のように，余震はまれに
本震よりも大きくなる，また余震は震源断層より
も広範囲で発生する，と考えれば，余震継続時間
の理解は地震危険度評価に直結する．
　本稿では，この余震活動の継続期間に焦点をあ
てて，最近の研究成果と拙著 Toda and Stein

（2018）の一部を解説する．そのうえで，地震長
期評価への生かし方について示したい．

2． 合衆国南東部の地震活動は 200 年前の 
大地震の余震？

　余震の継続を考えるうえで米国ミシシッピ川中
流域の地震活動が興味深い．米国全土の確率論的
地震ハザードマップには，中流域 6 州の接すると
ころに目玉（地震危険度の高いところ）がある

（図 1，Petersen et al., 2019）．この地域で中小規
模の地震が多発しているためである．米国西部の
地震活動危険度が高いことは沈み込み帯やサンア

余震はいつまで続くか
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ンドレアス断層などのプレート境界があることで
納得できる．しかし，なぜプレート境界からはる
か内陸の安定地域で地震活動が高いのか，その理
由を巡って以前から論争が続いている．大地震の
発生源がどうしてこの地域に存在するのか，とい
う根本的な理由は未解明のままだが，少なくとも
Cottonwood Grove 断層，Reelfoot 断層という活
断層が分布し，1811 年 12 月から 1812 年 2 月に 3
つの M7.0～7.5 地震（総じてニューマドリッド地
震という）を起こしたとされている（たとえば，
Hough et al., 2000）．メカニズムは差し置いても，
重要な論点は，いま観測されている地震活動が定
常 的 な 活 動（ 常 時 地 震 活 動 background 
seismicity）かどうかである．現在観測されてい
る地震活動は上述の活断層沿いに発生している
が，測地観測による同地域の定常的な歪みはきわ
めて小さく，常時地震活動では説明できないとい
う考えが大勢である．最も有力な説は，現在の地
震活動は，200 年以上前に発生した上記大地震群
の余震という見方だ（たとえば，Mueller et al., 
2004）．上記活断層沿いに地震が多いのもそのた
めだという．
　では，なぜニューマドリッド地震の余震が 200
年以上も続くのか．Stein and Liu（2009）は歪速
度（応力蓄積レート）に注目した．彼らは世界の
代表的な被害地震の余震継続時間は震源断層の歪
速度に反比例すると主張した（図 2a）．この考え
方は，断層の摩擦則に基づいて Dieterich（1994）
に示されていたものでもある（図 2b）．図 2a と

の違いは図 2b が横軸を断層の活動間隔としてい
るため，右上がりの直線になっている点である．
断層の活動間隔は歪速度に反比例するので，両者
のグラフは同じことを主張している．分かりやす
くいうと，活発な活断層やプレート境界ほど余震
継続時間は短く，まれに活動する断層では余震は
長く続くということだ．
　さらに，両グラフの隠れた要点は，本震のマグ
ニチュード（M）は余震継続時間に無関係という
ことである．たとえば，1891 年に発生した M8.0
の濃尾地震の余震は少なくとも 100 年程度は継続
したとみられている（現在も続いているという見
方もある）．同じ M8.0 でも，歪速度の速い南海
ト ラ フ 沿 い で 発 生 し た 1944 年 東 南 海 地 震

図 1　 米国の地震ハザードマップ（米国地質調査所に
よる一般向けの図．確率値や詳細は Petersen et 
al., 2019 を参照）

図 2　 余震継続時間と断層の活動度．（a）余震継続時
間と断層変位レート（Stein and Liu, 2009）．断
層変位レートは歪速度とほぼ同じ意味．（b）余
震継続時間と断層の平均活動間隔（Dieterich et 
al., 1994）
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（M7.9），1946 年南海地震（M8.0）については現在
余震とみられる活動は認められない．特に 100～
200 年程度で繰り返す南海トラフ沿いの大地震の
余震が 100 年も続くことは明らかにおかしい．そ
の観点から図 2b をみると，余震継続期間は本震
断層の活動間隔の 1/40～1/10（図 2b の灰色の対
角線）と考えるのが妥当で，本震の M には依存
しない．濃尾地震断層系の活動間隔は約 2,000～
4,000 年（たとえば，吉岡ほか，2002）であるので，
余震が 100 年以上続いても不思議ではない．

3． 余震の継続期間の見積もり

　ところで，図 2 のもとになった肝心の余震継続
期間はどのように見積もられるのだろうか．下記
に 1 例を示したい．
　図 3 は 1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部
地震（阪神・淡路大震災）の余震分布である．筆
者は 1998 年発表の論文で，1995 年の兵庫県南部
地震の余震継続時間が 23±7 年と見積もった（図
4a，Toda et al., 1998）．つまり，2011～2025 年の

間に余震活動が終了ということだ．現在（2020
年 9 月）はこの誤差範囲内にある．求められた継
続時間 23 年は，図 4a において右肩下がりで減衰
する回帰直線が水平線と交わる位置である．この
水平線が常時地震活動を表し，兵庫県南部地震前
の地震活動のレベルを示すものである．常時地震
活動レベルが高ければ水平線と減衰直線との交点
は左に移動し継続時間が短くなり，常時地震活動
が低ければ継続時間は長くなる．ただし，この常
時地震活動の見積もりは意外に厄介で，余震範囲
の設定や（図 3 の灰色の範囲），本震前後で比較
可能な下限マグニチュード（Mc）の見きわめな
ど，課題も多い．
　兵庫県南部地震から 25 年半経過して結果はど
うだったか．図 4b は，現在までの減衰過程をプ
ロットしたものである．べき乗則で減衰したのは
明らかだが，対数グラフの特性もあり，現時点で
常時地震活動に戻ったかどうか判断できない．最
新プロット点には，逆に上昇（バンプ）が認めら
れる．これは，2013 年 4 月 13 日淡路島中部地震

（M6.3）とその余震の影響である（図 3）．淡路島

図 3　1995 年 1 月 17 日兵庫県南部地震（M7.3）の余震分布
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中部地震の震央は，兵庫県南部地震の震央から
28 km 南西，兵庫県南部地震の震源断層南端から
10 km 前後南西に位置する（震源断層モデルにも
よるが，Wald, 1996 では 7 km，図 3）．この地震
は，兵庫県南部地震によって顕著に応力が伝播し
た地域にあたり，実際にオフフォルト余震の範囲
にあることから，筆者は余震の 1 つと考えている．

4． 最近の地震活動にみる過去の大地震の「残存」

　かりに 2 節で紹介した「余震の継続時間は断層
の活動間隔に比例，載荷速度（歪速度）に反比例

する」が正しいのであれば，兵庫県南部地震と同
様に，日本の内陸活断層の余震は少なくとも数
10 年オーダーで継続するはずである．
　そのための簡単な確認作業として，ごく最近の
地震活動に過去の内陸大地震の「残像」がどの程
度あるのかを調べてみる．図 5 には，直近 1 年間

（2019/09/01～2020/08/31）の気象庁暫定一元化
震源の M≧0.5 の震央をプロットした．実際には
3 節のような厳密な検討が必要であり個別に注意
を要するが，ざっと震央図をみただけでも，多く
の地域で過去数十年間の内陸大地震の痕跡がうか
がえる．図 5 にはわかりやすい箇所を数字で示し
た．ごく最近の 2019 年山形県沖地震や 2018 年胆
振東部地震（震源は 37 km と深い），2016 年熊本
地震は直近の地震なので余震活動は鮮明だ．一方
で，すでに 10 年以上が経過している 2008 年岩
手・宮城内陸地震や 2007 年能登半島地震，2005
年福岡県西方沖地震などでも震源断層の形状を推
定できるほど余震活動が認められる．中国地方で
は，1927 年北丹後地震や 1943 年鳥取地震の余震
とも解釈できる活動も見られ，Dieterich 仮説を
支持する状況が垣間見られる．
　図 5 で特に目をひくのが日本海東縁の地震活動
である．北海道奥尻島沖から秋田沖にかけて中小
地震の分布域が南北に 300 km ほど続く．この地
域は，1983 年 5 月 26 日日本海中部地震（M7.7），
1993 年 7 月 12 日北海道南西沖地震（M7.8）の震
源域にあたる．この 2 つの地震については，ユー
ラシアプレート（アムールプレート）と北米プ
レートの境界という考え方もあるが，複数の活断
層群による内陸地殻内地震とみても良いだろう．
長期間の検知最小マグニチュード Mc を考慮し
て，上記 2 地震震源域の地震活動について大森ダ
イアグラムを作ると，これらの活動は常時地震活
動ではなく，余震活動としての減衰過程であるこ
とがわかる（図 6，Toda and Stein, 2018）．さら
に南へ下ると，同じ日本海東縁地域の 1964 年 6
月 16 日新潟地震（M7.5）の震源域でもいまだに
地震活動がやや高く，2019 年 6 月 18 日に発生し
た山形県沖の地震（M6.7，図 5）も新潟地震の余
震域東端あたりで発生した．

図 4　 兵庫県南部地震（M7.3）の余震継続時間の見積
もり．（a）本震直後の予測（Toda et al., 1998），（b）
2020 年 8 月までの余震活動の減衰
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5． オフフォルト余震

　繰り返しになるが，兵庫県南部地震の例や熊本
地震の余震の広がり（図 5）でもわかるように，
余震は本震の震源断層以外でも多数発生する（オ
フフォルト余震）．その誘因の多くは本震による
周辺域への応力伝播で説明されており，具体的に
は均質半無限弾性体（Okada, 1992）でのクーロ
ン応力変化（Coulomb stress change, ΔCFF）を

計算することで推定できる（たとえば，King et 
al., 1994）．このようなオフフォルト余震も，これ
まで述べた余震継続時間と断層歪速度の関係が成
り立つのであろうか．
　実験と理論に基づく Dieterich 仮説の強みは，
応力変化と摩擦則で余震発生を再現できることに
ある．そのため，オフフォルト余震も震源断層上
の余震同様に時系列のモデル化が可能である．実
際に，多数の観測事例から，オフフォルト余震も
改良大森公式と同様の減衰傾向が確認され，同理

図 5　最近 1 年間の浅部地殻内地震と過去の内陸大地震
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論の正しさが証明されている（たとえば，Stein, 
1999）．活動継続期間についても，影響を被った
地域の歪速度に反比例することが期待される．仮
説の正しさを裏付ける観測結果も一部公表されて
いる（たとえば，Toda et al., 2002）．
　東北地方太平洋沖地震（東北沖地震，M9.0）
は応力擾乱範囲も広大で，誘発地震活動（オフ
フォルト余震）が広域で認められた．応力変化が
多様なテクトニック環境域で同時に起こったこと
から，誘発地震活動の継続時間の地域性を調べる
のに最適と考えられる．Toda and Stein（2018）
では，内陸 10 地域について誘発地震活動を調べ
た（図 7）．その結果，推定される継続期間は 1
カ月（すでに終了）～1,000 年以上とさまざまだ
が，地域の代表的な活断層の変位速度とおおよそ

逆相関が認められた．たとえば，平均活動間隔が
約 800 年の丹那断層に代表されるように歪速度が
速い伊豆半島とその周辺では，誘発地震活動は約
1 カ月で終息した．一方で，福島県浜通りや千葉
県銚子周辺の活動は，常時地震活動（東北沖前の
活動）の低さもあり，今後傾向に変化がなければ，
少なくとも 100 年以上活動が継続するとみられる．
　なお，2016 年 11 月 22 日に発生した福島県沖
の地震（M7.4）は，震央は海域だが浅部地殻内
地震である．福島県浜通り～茨城県北部～福島県
沖の浅部地震活動は今後長期化する可能性が高
く，地震の大きさ分布（グーテンベルク・リヒ
ター則）に極端な変化がなければ，大地震の確率
も高い状況が続くと考えられる．

図 6　 日本海東縁北部の地震活動（Toda and Stein, 2018 に加筆）．（a）1980 年以降の中小地震の分布と 1993 年北
海道南西沖地震，1983 年日本海中部地震との関係．（b）北海道南西沖地震の余震の時間減衰．（c）日本海中
部地震の余震の時間減衰
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6． M が大きいほど余震活動が長い， 
という錯覚

　「本震の M が大きいほど余震継続期間が長くな
る」は，観測からも理論的にも正しくない．これ
については，第 2 節で南海トラフの東南海・南海
地震，濃尾地震の比較を例に説明したが，上記の
東北沖地震の誘発地震活動からも説明できる．
　本震 M の大小は，まず震源断層の大小に直結
する．震源断層の歪速度と余震継続時間について
はこれまで述べたとおりだが，さらに，本震 M
はオフフォルト誘発域の大きさにも比例する．誘
発地震のメカニズムは多様であるが，多くの場
合，前述のクーロン応力変化（ΔCFF）で説明
可能で，ΔCFF が+0.1 bar 以上で地震活動の活
発化が観測されることが多く，その範囲も，震源
断層の大きさと同様に本震 M とともに大きくな
る．そのため，図 7 の東北沖地震にみられるよう
に，応力擾乱域の拡大にともなって剪断歪速度の
遅い地域が取り込まれる可能性が格段に高くな
る．その結果として，余震継続期間が「みかけ上」
長くなりやすい．海域に目を向けても，プレート
境界面付近では歪速度は速いが，沈み込んだ海洋
プレート内の断層はそれほどでもない（図 8）．
そのため，このような海洋プレート内の断層によ

る大地震（たとえば，2003 年三陸南地震 M7.1 深
さ 73 km，Toda and Stein, 2018）や東北沖地震
によって誘発された海洋プレート内の余震の継続
時間は長くなる．

7． 本震後の地震発生確率評価への考え方

　これまで示してきたように，余震継続期間は震
源断層の活動間隔に比例し，歪速度に反比例す
る．防災・減災に寄与するために，このことを本

図 8　 日本列島とその周辺で発生する地震のタイプ（地
震調査研究推進本部地震調査委員会，2009）と
考えられる余震継続時間の特徴

図 7　 東北沖地震によるクーロン応力変化（ΔCFF）と誘発地震活動（Toda and Stein, 2018に加筆）．（a）ΔCFF 0.1 bar
以上の地域の広がり．（b）内陸において顕著な誘発地震活動が見られた地域と推定した余震継続時間
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震後の周辺地域の地震長期評価にどのように生か
していけばよいのだろうか．
　余震の危険性については，米国地質調査所が公
開しているように，基本的には改良大森公式と
グーテンベルグ・リヒター則（地震の大きさ分
布）を組み合わせて発生確率を示すことに尽き
る．しかし，同時に本震前（通常時）に比べてど
の 程 度 変 化 し た の か， と い っ た 確 率 利 得

（probability gain）を示すことも効果が高く，確
率値そのものよりもわかりやすい．その意味で，
余震継続時間の理解が重要となる．本震の発生状
況によっては，余震活動が長期にわたる（確率利
得が高い状態が続く）といった見解も示すべきで
はないだろうか．
　また，余震は震源断層やごく近傍で発生しやす
い一方で，応力擾乱によるオフフォルト余震も同
時に長期化する．そのため，地域の断層分布に
よっては，周辺地域で本震と同程度以上の地震の
確率が高まる（図 9）．つまり，震源断層では本
震以上の地震を起こすポテンシャルがなくなる一
方で，周辺に活断層があると，本震と同等かそれ
以上の大地震を引き起こす確率は高まる（図

9b）．
　日本列島内陸では余震活動が長期化することを
示した（図 5）．同時に本震の応力伝播の効果も
長続きする可能性がある．その意味で，最近数
10 年間に発生した内陸大地震の震源域周辺の活
断層について，今後特に警戒が必要ではないだろ
うか．
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南海トラフ海底地震津波観測網 N-netの概要

1． は じ め に
　西日本の太平洋沖にある南海トラフ沿いでは
繰り返し巨大地震が発生し，そのたびに大きな
被害が生じてきた．直近では 1944 年昭和東南
海地震と 1946 年昭和南海地震の 2つの地震と
して起こったが，1707 年宝永地震のようにト
ラフ全域が一度に破壊したと考えられているも
のもある．このように南海トラフ地震の発生様
式は多様であり，破壊が一度にトラフ全域に及
ぶとは限らないが，マグニチュード 8～9クラ
スの巨大地震が約 100 年から 200 年の間隔で繰
り返し発生している．前回の地震からすでに
70 年以上が経過しており，地震調査研究推進
本部（以下，地震本部）の想定によると，今後
30 年以内に 70～80%の確率で大規模な地震が
発生する恐れがあるとされている．また内閣府
によると，関東から四国・九州の広範囲にわた
り最大で震度 6弱～7の激しい揺れと 10 mを
超える巨大な津波が発生し，最大で 23 万人の
死者・行方不明者と 170 兆円を超える直接的な
経済被害が想定されている．
　防災科学技術研究所（以下，防災科研）は地
震本部の方針に基づいて，1995 年阪神・淡路
大震災や 2011 年東日本大震災を契機に陸域お
よび海域に構築された地震や津波の観測網と火
山観測網を陸海統合地震津波火山観測網
（MOWLAS）として運用している．2,100 あま
りの観測点からなるMOWLASは世界でも類
のない大規模かつ稠密な全国規模の観測網であ
り，そこから得られる高品質なデータは，優れ
た研究基盤として学術的な研究成果の創出に大
きく貢献するとともに，地震活動のモニタリン
グ，地震発生の長期評価，地震や津波のハザー
ド評価，地震工学などで活用されている．
MOWLASのデータはリアルタイムで伝送さ
れ，気象庁が発表する緊急地震速報，津波警報，
震度情報に使用されるほか自治体にも活用され

ている．また，新幹線の制御など民間事業者と
も連携するなど，データの社会実装も確実に進
められている．
　海域におけるMOWLASの観測網は，千葉
県房総半島沖から北海道沖日本海溝沿いをカ
バーする日本海溝海底地震津波観測網（S-net）
と，熊野灘沖および紀伊水道沖をカバーする地
震・津波観測監視システム（DONET）が運用
されており，合計で 200 点あまりの観測点で地
震と津波をリアルタイムで観測している．南海
トラフ地震の想定震源域の東半分は，DONET
および気象庁の東海・東南海沖ケーブル式常時
海底地震観測システムによりカバーされている
が，西半分である高知県沖から日向灘にかけて
の海域は観測の空白域となっている．震源によ
り近い場所で観測することには，地震発生をよ
り早く検知できるようになるため迅速な警報な
どが可能となるなど防災上大きなメリットがあ
り，また，地震発生のメカニズムや震源過程が
より詳細に分かるなど学問的な見地からも大き
な意義がある．特に，海域で起こる地震やそれ
に伴い発生する津波は，陸域からの観測だけで
は遠方からの観測になるため，海域での観測に
より震源近傍でデータを得ることの重要性は特
に大きい．南海トラフ地震の想定震源域の西半
分における観測の空白域を解消するために，防
災科研は現在，南海トラフ海底地震津波観測網
（N-net：Nankai Trough Seafloor Observation 
Network for Earthquakes and Tsunamis） の
構築を進めている（図 1）．N-net は，震源域近
傍において地震動および津波を観測することで
地震動や津波の即時予測の迅速化および高精度
化を可能にすることが期待される．また，海域
における地震活動などのモニタリングを通した
プレート間の固着やすべり状況の時空間変化を
はじめとする震源域における現象の詳細かつ逐
次的な把握や，予測の高度化も目的としてい
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る．そして，観測結果やそれにもとづく情報の
利活用を推進し社会に還元することで，巨大地
震の被害軽減に結び付けることを目指してい
る．これまで防災科研が構築してきた観測網の

多くは震災を契機に整備されてきたが，N-net
は将来発生が懸念される南海トラフ地震への備
えとして事前の整備を進めている．

図 1　南海卜ラフ海底地震津波観測網N-net のイメージ図

図 2　N-net のケーブルルートプラン
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2． N-net の構成
　N-net は，海底に設置される観測装置とデー
タ受信や観測装置へ給電を行うため陸上局に設
置される陸上装置，およびこれらを結ぶ光海底
ケーブルなどにより構成される（図 2）．平均

40 km程度の間隔で設けられる 36 の観測点に
は，地震を観測するための加速度型強震計およ
び短周期速度計と津波を観測するための水圧計
が筐体に納められた観測装置が設置される．
N-net は沖合システムと沿岸システムの 2つの

図 3　 N-net の有無により地震動（上図）および津波（下図）の直近の観測点への到着時刻がどれだけ早くな
るかを示すコンター図
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システムからなる．各システムはおのおの 18
観測点を持ち，それらは総延長約 1,600 kmに
及ぶ光海底ケーブルにより数珠のようにつなげ
られる．その両端は高知県室戸市と宮崎県串間
市に設置される陸上局に接続され，データ伝送
と給電は右回りと左回りの 2系統により行うこ
とが可能となる．これにより，陸上機器の故障
やケーブルの切断などの際にも重要なデータが
リアルタイムで得られるように冗長性が確保さ
れる．
　N-net は，S-net が採用しているインライン
方式とDONETで採用されているノード方式
の 2つの方式を用いるハイブリッドシステムを
採用している．インライン方式は観測装置が基
幹ケーブルに直接接続されており，工場で接続
された数百 kmに及ぶ一体のシステムは専用の
ケーブル敷設船に積み込み一気に設置すること
ができることから，比較的安価に広域かつ迅速
に観測網を構築することができる．一方，
DONETで採用されているノード方式は，あら
かじめ基幹ケーブルだけをケーブル敷設船によ
り敷設し，次に観測ノードを既設の拡張分岐
ノードに遠隔操作型無人機（ROV：Remotely 
Operated Vehicle）を用いて設置する方式であ
る．拡張分岐ノードへは水中コネクタを介して
機器を接続するため，将来的に新たに開発され
る観測機器を接続可能であるなど拡張性に優れ
ている．N-net では，インライン方式を基本と
しつつ，ノード方式とのハイブリッド方式を世
界で初めて採用することで，広域かつ迅速に観
測網を敷設可能とするとともに，拡張性も備え
たシステムの実現を目指している．
3． N-net の効果
　図 3（上）は，ある場所で地震が起きた際に，
MOWLASの観測点に最初に地震波が到達する
時刻に対するN-net の観測点が加わった際の時
刻との差である．たとえば，四国沖（図中で
20 s で示された領域）で起きた地震であれば，
現在に比べ 20 秒程度早く地震波を検知できる
ことになる．同様に，図 3（下）は，気象庁等

の津波観測計や国土交通省港湾局のGPS 波浪
計（ナウファス）が設置されている地点に津波
が到達する時刻に対するN-net を加えた観測点
に最初に到達する時刻との差で，大隅半島東方
沖（図中で 20 min で示された領域）で起きた
地震に伴う津波であれば，直近の観測点への到
着時刻が 20 分程度早まる可能性がある．現在
の気象庁による津波警報は，津波に比べ伝播速
度が速い地震波の解析により推定される震源位
置やマグニチュードから予測される津波高や到
着時刻に基づき，地震発生後 3分程度で出され
る．この段階では，発生した津波の高さは間接
的に推定されたものであるが，沖合で津波を観
測することで津波の発生の有無や高さを直接的
に確認することが可能となるため，確実で正確
な検知が現在に比べ早まることが期待される．
また，面的に多点で観測したデータを使用する
ことで，沿岸の津波高だけでなく津波の浸水域
や浸水深の推定を可能とする技術なども開発さ
れ，一部は社会実装されている．MOWLASの
観測データ同様N-net のデータもリアルタイム
で気象庁に伝送され，緊急地震速報や津波警報
に活用される計画である．
4． お わ り に
　N-net は，国難災害ともいうべき震災が想定
されている南海トラフ地震を日本が乗り越える
ための，いわば守護神的なシステムとして構築

写真 1　 串間陸上局における誘導式水平ドリル工法
による管路の工事風景
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されるものである．南海トラフ想定震源域の西
半分に広がる地震や津波のリアルタイム観測の
空白域を解消することで，地震動や津波の「一
秒でも早い予測」と「一分でも早い避難」を実
現し，震災軽減への貢献を目指している．
　N-net の開発・整備は 2019 年にスタートし
た．現在，システムの詳細設計や機器開発，セ
ンサー検証試験などを進めている．また，海洋
調査などを行うことでケーブルルートと海底観
測機器の設置位置を確定するとともに，海底

ケーブルを陸揚げするための誘導式水平ドリル
工法による管路の工事も始まっている（写真
1）．今後，機器の開発製造，陸上局の工事，ケー
ブル敷設などを着実に進め，早期の完成と
MOWLASの新たな観測網としての運用開始を
目指している．
（青井　真：防災科学技術研究所　南海トラフ　
海底地震津波観測網整備推進本部副本部長/　
地震津波火山ネットワークセンター長）　
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1． は じ め に

　気象庁の地震月報は，わが国でもっとも基本的
な地震カタログである．現在の地震月報は気象庁
HP（ホームページ）上に公開されており，適時
新しいデータが付け加えられると同時に，過去に
遡ったデータの見直しや追加が行われている．
　本年（2020 年）7 月 15 日には 2018 年 9～12 月
の震源データが加えられ，これにより，地震月報
は 1919～2018 年のちょうど 100 年間をカバーす
る地震カタログとなった．本稿では，この記念す
べき 100 年カタログについて，その外形的特徴を
調べてみた結果を報告する．
　地震月報の内容は時代とともに大きく変遷して
きており，その歴史は石川（1987）などに詳しい．
また，「気象庁 HP＞各種データ・資料＞地震月
報（カタログ編）＞震源データ＞気象庁の地震カ
タログの解説」にも詳細な説明がある．
　現在の地震月報のベースとなった地震カタログ
は，気象庁（1982）による地震月報別冊 No.6「改
訂日本付近の主要地震の表（1926 年～1960 年）」
であろう．その後，地震月報には新しいデータが
順次付け加えられる一方，最新の知見に基づいた
過去の地震の見直しや震源再決定などが随時行わ
れてきた．2002 年 2 月には，浜田ほか（2004）
の成果を踏まえて，関東地震を含む 1923 年の 8
月から 1925 年までの地震が遡及追加された．次
に 2012 年 4 月には 1923 年 1 月～7 月の地震が加
え ら れ，2014 年 3 月 に 1923 年 1 月～2013 年 10
月の地震データが「地震月報（カタログ編）」と
して気象庁 HP より公開されるに至った．その
後，2019 年 3 月には 1922 年の地震が，また 2020
年 1 月には 1919～1921 年の地震が遡及追加され，
今日に至っている．

　一方，1995 年阪神・淡路大震災を受けてわが
国の地震観測体制は大きく見直され，1997 年 10
月からは大学や関係機関の地震観測データも気象
庁に集約され，震源決定のいわゆる一元化処理が
行われるようになった．現在では，毎日 600 件前
後の地震について速報震源が業務的に決定され，
1 日ごとの簡易震源リストが 1～2 日の時間遅れ
で「気象庁 HP＞各種データ・資料＞震源リスト」
より公開されている．月 2 万件に及ぶこの膨大な
震源データには，その後さらに詳しい情報が付加
され，また外国で発生した主要地震の情報もマー
ジされて，数カ月分ずつの新規データが 1～2 年
の時間遅れで地震月報に付け加えられている．
　なお，現在の地震月報にはまだツギハギの状態
が残っており，今後新しいデータの追加と同時
に，既存データの改訂や 1912 年までの遡及など，
たえざる変容が予定されている（気象庁，2020）．
以下の内容は，あくまで本稿執筆時点（2020 年 9
月）での瞬間値であることをお断りしておく．

2． レコード種別ヘッダと震源決定フラグ

　1919～2018 年の地震月報には約 378 万件の地
震データが含まれている．おのおののレコードは
96 文字からなり，その中に 31 個の項目が詰め込
まれている．96 文字の先頭 1 文字はレコード種
別ヘッダであり，その内訳は以下のようになって
いる．
　J（気象庁による震源）  3,755,303 件（99.3%）　
　U（USGS による震源）  23,380 件（0.62%）　
　I（その他の震源）  2,110 件（0.06%）　
　　　　　　 合計  3,780,793 件  （100%）　
　I は ISC（Intern. Seismol. Center）や IASPEI 

（Intern. Assoc. of Seismology and Physics of the 
Earth＇s Interior）などの国際機関を指す．

「地震月報」100年

岡田義光
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　一方，96 文字の最終 1 文字は震源決定フラグ
であり，その分布は表 1 に示すとおりである．
ヘッダ J の約 376 万件のうち，震源決定精度の良
いフラグ＝K のデータは 76.5% を占め，決定精度
のやや良いフラグ＝k，A まで含めると全体の
93.4% になる．なお，ヘッダ I で 1 件だけフラグ
＝K となっているのは，1947 年 9 月 27 日，石垣
島北西沖で発生した M7.4 の地震である．

3． 発震時とマグニチュード

　100 年間（1919～2018 年）の地震月報に掲載さ
れた地震の最古および最新データの発震時範囲は

　ヘッダ J：19190104  1820～20181231  2358
　ヘッダ U：19610106  0054～20181231  1135
　ヘッダ I：19190101  1033～19830911  0501

図 1　地震月報のヘッダ J に収録された地震数の累積カーブ（上段）と M︲T 図（下段）

表 1　ヘッダ別に見た震源決定フラグの分布

震源決定フラグ ヘッダ
J

ヘッダ
U

ヘッダ
I

震源決定
精度

Ｋ 気象庁震源 2,872,704 0 1 良い
ｋ 簡易気象庁震源 152,269 0 0 やや良いＡ 自動気象庁震源 482,052 0 0
Ｓ 参考震源 175,809 0 0

良くないｓ 簡易参考震源 17,295 0 0
ａ 自動参考震源 55,174 0 0

フラグ欄＝空白 0 23,380 2,109
合計 3,755,303 23,380 2,110
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となっている．
　外国の震源は，1919 年から 1983 年までをヘッ
ダ I がカバーし，1961 年以降はヘッダ U がその
役割を引き継いでいるようである．
　ヘッダ J に収録された地震の発生数累積カーブ
は図 1 上段のようになる．1980 年代からの増加
は，観測網の増強や EPOS（地震活動等総合監視
システム）など電算機処理の進展によっている．
　1919 年から一元化震源処理が開始された 1997
年 10 月までの 79 年間の累積数は約 41 万件だが，
その後は急激に数を増し，2018 年末までの 21 年
間に約 335 万件の地震が積み増しされて約 376 万
件に達している．同図下段の M︲T 図からわかる
とおり，この急増はマグニチュードの小さな地震
まで捕捉されるようになったためである．
　同じことだが，これをマグニチュードレベルご
との地震累積数で見ると，図 2 のようになる．こ
の 100 年間，M5 以上の地震についてはその発生
率がほぼ一定のように見られるが，それより小さ
な地震は近年急速にその数を増し，大量のデータ
が付け加えられてきた．なお，この図のほかに
M が 1 より小さい極微小地震は 1,788,212 個あ
り，全地震の半数以上を占めている．また，M8
以上の地震はこの 100 年間に 10 回発生しており，
単純平均すると 10 年に 1 回は M8 級の地震が日
本周辺で起きてきたことになる．
　ところで，地震月報の各レコードでは決定方式
の異なるマグニチュードを 2 つまで登録できるよ
うになっており，その分布は表 2 のようになって
いる．それぞれのマグニチュード M1，M2 が定
まっている震源数とその決定割合，およびカタロ
グに含まれるマグニチュードの範囲をヘッダ別に
見ると，以下のようになっている．

表 2　マグニチュード 1，マグニチュード 2 の分布

マグニチュード ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
M1, M2 双方なし 195,204 264 243
M1 のみ存在 3,527,762 14,116 809
M2 のみ存在 0 4 181

  M1, M2
双方とも

存在

M1<M2 13,316 2,981 581
M1=M2 4,406 715 85
M1>M2 14,615 5,300 211

合計 3,755,303 23,380 2,110
図 2　 地震月報のヘッダ J に収録された地震の

マグニチュード別累積カーブ
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M1 については
　ヘッダ J：3,560,099 件（94.8%）M＝－1.6～9.0
　ヘッダ U：   23,112 件（98.9%）M＝2.9～8.3
　ヘッダ I：     1,686 件（79.9%）M＝5.0～8.4
また M2 については
　ヘッダ J：    32,337 件（0.86%）M＝1.9～8.4
　ヘッダ U：     9,000 件（38.5%）M＝0.8～8.8
　ヘッダ I：      1,058 件（50.1%）M＝4.8～8.6
これによれば，ヘッダ U の地震はおおむね M3
以上，ヘッダ I の地震はおおむね M5 以上となっ
ており，外国の地震については中規模以上の主要
なもののみが掲載されているようである．

4． 震央の緯度・経度と大地域区分番号

　100 年間（1919～2018 年）の地震月報に掲載さ
れた地震の震央緯度および経度の範囲をヘッダ別
に見ると，以下のようになっている．
　ヘッダ J：17.41N～54.97N，114.78E～160.17E
　ヘッダ U：64.70S～86.92N，180.00W～180.00E
　ヘッダ I： 63.42S～78.10N，179.95W～180.00E
　当然のことながら，ヘッダ J に含まれる地震の
震央位置はわが国の周辺に限られている．
　震源の決まった地震には大地域区分番号と小地
域区分番号が割り振られ，レコード尾部に震央地
名が記載される．なお，全カタログ中で 1 件だけ，
J201704301551 は緯度・経度・深さ欄がすべて空
白なのに震央地名 FAR FIELD が与えられ，か
つ，震源決定フラグ＝A（自動気象庁震源：決定
精度がやや良い）となっており，謎である．

　各ヘッダの地震について，大地域区分番号の分
布は表 3 のとおりになっている．この中では九
州・沖縄地域の震源数がもっとも多く，東北地方
がこれに次いでいる．なお，各番号の表す領域は
図 3 に示すとおりである．

5． 震源の深さ

　100 年間（1919～2018 年）の地震月報に掲載さ
れた地震について，震源の深さの範囲をヘッダ別
に見ると以下のようになっており，いずれも約
700 km が最深の深さとなっている．
　ヘッダ J：　0～698.4 km
　ヘッダ U：   0～693.0 km
　ヘッダ I：　0～720.0 km
　図 4 は，各カタログに収録された地震の深さ分
布を 5 km 刻みで示したものである．ヘッダ J で
もっとも多くの地震が発生しているのは深さ 5～
10 km の範囲であるが，ヘッダ U では 30～35 km
と 10～15 km に 2 つのピークがあり，ヘッダ I で
は 35～40 km の範囲を最多として，いくつもの
ピークが存在していることがわかる．

6． 震源評価と震源補助情報

　地震月報の各レコードには，震源要素のほかに
いくつもの付帯情報が付与されている．その 1 つ

図 3　大地域区分 1～7（赤枠）と，小地域区分

表 3　ヘッダ別に見た大地域区分番号の分布

大地域区分番号 ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
1 北　海　道 319,066 3 0
2 東　　　北 741,644 0 0
3 関　　　東 631,073 0 0
4 中　　　部 435,810 0 0
5 近　　　畿 387,302 0 0
6 中国・四国 276,994 0 0
7 九州・沖縄 871,257 30 1
8 日 本 周 辺 92,144 1,113 2
9 国外（遠地） 0 22,234 3
番号欄＝空白 13 0 2,104

合計 3,755,303 23,380 2,110
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である「震源評価」は，震源を決定するにあたっ
ての初期条件（深さフリー，深さ固定，S-P 使用
など）を示すものとして記載されている．各ヘッ
ダの地震について，「震源評価」の分布は表 4 の
とおりになっている．
　カタログフォーマットによれば，この「震源評
価」欄は［空白 /1/2/3/4/5/7/8/9/M］のいずれ
かとされているが，カタログにある全地震の中で
1 件だけ，U196412071758 にはこの欄に「0」が

記入されており，何らかの誤りであると思われる．
　一方，各レコードには「震源補助情報」という
欄もあり，その内訳は表 5 のとおりである．ヘッ
ダ J には相当数の低周波イベントが含まれてい
る．また，ヘッダ U にある人工地震の 5 件は，
中国の新疆自治区南部（1995 年 5 月，同 8 月，
1996 年 6 月の 3 件），インド・パキスタン国境

（1998 年 5 月），およびパキスタン南西部（1998
年 5 月）の地震となっている．

7． 最大震度・被害規模・津波規模

　地震月報の各レコードには，災害関連の指標と
して最大震度，被害規模，および津波規模に関す
る情報も記載されている．各ヘッダの地震につい
て，これらの分布は表 6～8 のようになっている．

図 4　地震月報に収録された各ヘッダの地震の深さ分布

表 4　ヘッダ別に見た震源評価の分布

震源評価 ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
1 深さフリー 3,113,261 0 0
2 深さ刻み条件 463,642 7 0

3 深さ固定等，
人の判断 4,256 2 0

4 Depth Phase
使用 0 1 0

5 S-P 使用 1,634 0 0

7 参考（2016 年 3
月まで） 162,742 0 0

8 決定不能，不採
用 0 0 0

9 震源固定
（直近観測点） 0 0 0

Ｍ Matched Filter
法使用 9,768 0 0

震源評価欄＝空白 0 23,369 2,110
合計 3,755,303 23,379 2,110

表 5　ヘッダ別に見た震源補助情報の分布

震源補助情報 ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
1 通常地震 3,672,147 2 0
2 他機関依存 15,764 0 0
3 人工地震 0 5 0
4 ノイズ等 82 0 0
5 低周波イベント 67,308 0 0
補助情報欄＝空白 23,373 2,110

合計 3,755,303 23,380 2,110
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　ヘッダ J で震度 7 の 6 件は，1995 年兵庫県南
部，2004 年新潟県中越，2011 年東北地方太平洋沖，
2016 年熊本（前震，本震），2018 年北海道胆振東

部の各地震である．また，被害規模＝7 は 1923
年関東地震，津波規模＝5 は 1993 年北海道南西
沖地震，同じく 6 は 2011 年東北地方太平洋沖地
震によるものである．

8． 観 測 点 数

　地震月報の各レコードには，末尾から 2 番目の
項目として，震源決定に使用された観測点の数が
掲載されている．各ヘッダの地震についてこの項
目の分布は表 9 のとおりだが，観測点数が 0～2
の例も少なからずあるのは，やや違和感がある．

9． お わ り に

　本稿では，このたびできあがった 1919～2018
年の 100 年分，総数約 378 万件の地震データを含
んだ地震月報について，その外形的特徴のいくつ
かを眺めてきた．
　この貴重なカタログは，今後もさまざまな地震
学的研究テーマを産み出していくに違いない．わ

表 6　ヘッダ別に見た最大震度の分布

最大震度 ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
1 震度 1 67,622 46 0
2 震度 2 31,449 22 0
3 震度 3 10,300 5 0
4 震度 4 2,389 1 0

5 震度 5（1996 年
9 月まで） 192 0 1

6 震度 6（1996 年
9 月まで） 14 0 0

7 震度 7 6 0 0
A 震度 5 弱 193 0 0
B 震度 5 強 77 0 0
C 震度 6 弱 34 0 0
D 震度 6 強 13 0 0

L 局発地震
（Δ＜100） 456 0 0

S 小局発地震
（100≦Δ＜200） 132 0 0

M やや顕著地震
（200≦Δ＜300） 30 0 0

R 顕著地震
（Δ＞300） 37 0 0

F 有感地震
（1984 年まで） 4,905 0 0

X 付近有感（1996
年 9 月まで） 4,235 0 0

最大震度欄＝空白 3,633,219 23,306 2,109
合計 3,755,303 23,380 2,110

Δ：最大有感距離（km）使用は 1977 年まで

表 7　ヘッダ別に見た被害規模の分布

被害規模 ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
1 微小被害 268 52 0
2 小被害 214 168 0

3 複数の死者また
は家屋全壊 69 193 1

4 死者≧20，
家屋全壊≧1 千 16 95 1

5 死者≧200，
家屋全壊≧1 万 6 41 0

6 死者≧2 千，
家屋全壊≧10 万 7 14 0

7 死者≧2 万，家
屋全壊≧100 万 1 7 0

X 被害程度不明 4 0 0

Y 直前・直後の被
害と区別不能 16 0 0

被害規模欄＝空白 3,754,702 22,810 2,108
合計  3,755,303 23,380 2,110

X と Y は 1988 年まで

表 8　ヘッダ別に見た津波規模の分布

津波規模 ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
1 H≦50 cm 129 46 0
2 H＝1 m 前後 8 14 0
3 H＝2 m 前後 2 12 0
4 H＝4～6 m 0 8 0
5 H＝10～20 m 1 2 0
6 H≧30 m 1 0 0
T 津波あり（1988

年まで）
32 0 1

津波規模欄＝空白 3,755,130 23,298 2,109
合計  3,755,303 23,380 2,110

H（波高）使用は 1989 年より

表 9　震源決定に使用された観測点数の分布

観測点数 ヘッダ J ヘッダ U ヘッダ I
0 8 0 420
1 52 0 0
2 40 0 1
3 43,484 0 0
4 78,864 0 1

5 以上 3,446,453 5 1,603
空欄 186,402 23,375 85

合計 3,755,303 23,380 2,110
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が国の地震検知能力に関しては，望月ほか（1978）
や横山（1984）をはじめ，これまで多くの調査が
なされてきたが，最近では Schorlemmer et al.

（2018）により，1923～2014 年の地震月報データ
に基づいた詳細な分析が行われている．このよう
な研究の今後の発展に期待するとともに，地震カ
タログの改訂・改善・増補に日々尽力されている
多くの方々に心よりの謝意を表したい．
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1． SATREPS と南アフリカ鉱山プロジェクト

　地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム
（SATREPS）1）は，科学技術振興機構（JST）と
国際協力機構（JICA）が連携し，開発途上国と
の共同研究と開発技術の社会実装を推進してい
る．国連の持続可能な開発目標（SDGs）2）に資す
る成果が求められ，環境・エネルギー・自然災害

（防災）3, 4）・感染症・食糧などの問題解決に取り
組んでいる．
　南アフリカ（以下南ア）の金鉱山では，薄い板
状の金鉱脈を地表から地下に向かって 120 年以上
追い続け，人間がいくことができる地球上で最も
深いところができた（図 1 左）．採掘が地震を誘
発するため，南アの人達は採掘場所の広さ・配
置・順番を工夫し，地震ハザード（発生危険度）
が許容限度を超える前に坑夫達やインフラを別の
採掘現場に移動させ，地震リスク（被る損失）が
最小になるように努めている．だから，地質（金
鉱脈や断層など）と採掘計画の情報が入手できれ
ば，いつごろどの辺りに地震が誘発されるかを予
測でき，震源至近距離観測を計画できる．
　この理由により，国際地震学地球内部物理学協
会（IASPEI）が，アパルトヘイト廃止直後の
1991 年に，南ア金鉱山を半制御 （地震発生） 実験
場として承認した．南アと日本の地震の共同研究
は，南アからの地震学会への共同研究の呼びかけ
で始まった5, 6）．2008 年までの日本の震源至近距
離観測では，南ア金鉱山の微小・極微小地震の破
壊過程が自然巨大地震と相似であることや前駆現
象が観測可能であることなどの成果がでていた7）．
さらなる発展が期待されたため，SATREPS 計画

「鉱山での地震被害低減のための観測研究」（以下
SATREPS 南ア鉱山課題）が 2009 年に JST に条
件付き採択された．2010 年 2 月に，JICA と南ア
政府との間の SATREPS 南ア鉱山課題の MoU

（覚書）が，JICA 南ア事務所長と南ア科技相に
よって調印された．2010 年 8 月に最初の JICA
専門家が南アに着任し，5 年間の SATREPS の取
り組みが始まった．2010 年度からの各年度と終
了時報告書などは，SATREPS ホームページな 
ど8）にアップロードされているため，ここでは，
2009～2015 年の南ア鉱山課題，および，ひき続
き行われ成功した国際陸上科学掘削プログラム

（ICDP）の中地震の余震発生帯の大深度掘削調 
査9）の概略を紹介する．

2． 背景と目的

2．1　日本と南ア金鉱山の地震の違い
　2011 年に東北地方太平洋沖地震が発生し，非
常に多くの余震が続いている．この例外期間を除
き長期間平均すると，日本の地震の発生数は世界
の約 1 割を占める．日本ではマグニチュード（以
下 M）7 を超える地震が 1 年にほぼ 1 度の頻度で
起こっている．一方，2010 年当時，南アにおい
て金鉱山で採掘に誘発される M4 程度の小地震
は，1 年にほぼ 1 度程度（2010 年以前の日本のそ
れの 1/1,000 程度）であった．M4 程度の小地震
は，日本で被害がまず出ないが，南アの地下採掘
深度で発生すると数百 m 以上の範囲に甚大な被
害がでる．
　M2 の自然微小地震は，震源がごく浅い場合に
のみ地表で有感となるが，震度は 1 程度である。
一方，南ア金鉱山の大深度の震源直近では，M2

南アフリカ大深度金鉱山の地震リスク低減 
―2010～2015 年度 SATREPS 研究成果の概要―

小笠原宏
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地震でも交通事故で受けるような強い衝撃（たと
えば，重力加速度の 10 倍を超える約 0.1 秒間以
下の衝撃）を受ける．このため，岩盤が坑道内へ
突出したり落盤が起こったりする．そこに坑夫が
いれば死傷者が出る．M0.9（被害域の範囲が数
10 m 以内）の地震でも，落盤で犠牲者が出たり
重要な坑内インフラに被害がでたことがあった．
2．2　日本の技術協力に対する南アの期待
2．2．1　鉱 山 防 災
　南ア金鉱山坑内の地震被害を低減するために，
地下坑内では，平面図上で 1 km2 の範囲に 1 つ以
上の地震計を埋設し，地震活動の常時監視が行わ
れている．これに基づき地震ハザードを評価する
方法が南アで開発され，現在でも世界の鉱山や地
下空洞の中期の安全管理に使われている．このハ
ザード評価情報は，災害にリアルタイム対応する
中央監視室に火災・浸水・停電等の情報とともに
集約されている．この方法の開発当初は地震直前
の待避の成功例もあり，その頃（1994 年）に日
本と南アの共同研究が始まった．しかし，その後，
この方式の直前予知にも限界があることがしだい
にわかり始め，南アでは打開策が模索されていた．
　日本の高感度の石井式ボアホールひずみ計など
の地殻変動観測技術，また，室内岩石破壊実験の
微小破壊の観測技術や経験を用い，既存の坑内地
震観測では見えないものを震源至近距離で詳しく
観測したら新たな知見が得られ，地震の直前予知
の道が開けると期待されていた．
　また，地震が活発化しうる現場で，岩盤応力

（ストレス）を測定できる技術が南アにはなかっ
た．採掘計画を立てる際の岩盤応力計算機予測の
精度を向上させるために，役に立つ日本の技術が
あれば，技術移転が必要だった．
　M＞5 の中地震が 10 年に 1 度程度の頻度で金
鉱山地区に発生し，坑内だけでなく地表でも被害
が出るため，鉱山会社による微小地震だけを対象
にした坑内地震観測網だけでなく，国立研究機関
による地表強震観測網の増強も必要であった．と
ころが，2009 年当時，国立の地表地震観測点は，
日本の約 3.2 倍の面積をもつ南ア全土に 23 しか
なかった．金鉱山地区には 2～3 点の観測点しか

なかった．日本には約 3,000 の地震観測点があり，
多数の地震を処理する技術がある．それを南アに
導入する必要があった．
2．2．2　南アの基盤産業と基盤研究分野の持続性
　2009 年当時，南ア金鉱山は労働者が十数万人
であり，周辺産業や数倍の人口の鉱山街の人々の
生活を支えていた．その後，労働者人口と金の生
産量は減少したが，2015 年当時でも，南アの総
輸出額 940 億ドルの約 1 割を金が占めており，金
の採掘は南アにとって非常に重要な産業であっ
た．金以外にも多くの資源を産出する世界有数の
資源国である南アにとって，鉱山の安全は，基盤
産業の持続可能性を大きく左右する．
　ところが，南ア金鉱山での犠牲者数は無視でき
ない（図 1 右）．アパルトヘイト廃止後，南アで
開催され南アが優勝した 1995 年のラグビー・
ワールドカップの翌年，新しい鉱山保安衛生法が
施行され，上述の常時地震監視も始まり，犠牲者
の減少が金年間生産量の減少より早まった．これ
らは，くしくも，兵庫県南部地震が発生した年と
その翌年のことであった．しかし，その後は，南
アの金の年間生産量が減り続けているのに犠牲者
数は下げ止まっている．図 1（右）は，計算上の
採掘可能年数（金の埋蔵量をその年の採掘量で
割って得られる数値）も示している．これらは，
採算に見合い，安全に採掘ができる範囲に残って
いる金がなくなりつつあることを意味し，より安
全な採掘が南アにとってより重要になっていた．
　南アは，かつては金の生産量が世界の 2/3 を占
め，南アの研究成果は国際岩石力学界において非
常に重要な役割を果たしていた．しかし，金の生
産量の減少は，金鉱山会社の安全な採掘に投じる
研究資金の減少を招いた．政府の予算配分の重点
も黒人の疾病対策に移り，国立研究機関の鉱山工
学や岩盤工学の部門の衰退が著しくなり，外国へ
の頭脳流出と後進育成の停滞が深刻な問題になっ
ていた10）．日本の技術協力が南アの鉱山地震学と
岩盤工学界の持続のために非常に強く要望されて
いた．



34 ──地震ジャーナル　70 号（2020 年 12 月）

2．3　 南ア金鉱山でしかできない震源至近距離観
測に対する日本の期待

　地震学においては，数 cm 程度の小さな岩石試
料を室内で破壊して得られた知見を，断層破壊域
が数十 km を超える自然大地震に適用できるのか
を確認するために，中間サイズの岩石破壊試験が
求められていた．100 m 前後の範囲の岩盤が破壊
される M2 級の地震は，1 つの採掘現場付近にお
ける 2～3 年の金の採掘で誘発されるため，この
規模の地震の至近距離観測研究は非常に重要で
あった．

3． 取り組みと成果

3．1　取り組み
　SATREPS 南ア鉱山課題では，以下の 6 つの活
動グループを作った：「震源の岩盤変形（小笠原・
立命館大）」，「震源の微小破壊（中谷・東大）」，

「震源の動的破壊（矢部・東北大）」，「坑内観測地

震高度解析（川方・立命大）」「震源の岩石分析
（佐藤・産総研）」「地表地震観測（小笠原・立命
大）」．括弧内はグループリーダーである．目標と
した成果は，「震源の岩石の性質を理解」，「地震
準備と前駆変化を理解」，「地震発生の予測精度向
上」，「坑内地震被害予測精度向上」，「地震情報の
公的発信能力を強化し地震被害予測精度を向上」
であった．図 2 は実施体制，図 3 は活動内容の模
式表示である．南ア側は，鉱山地震と鉱山工学の
研究と教育の中心的役割を果たしている CSIR 

（日本の産総研に似た研究機関）とウィットワー
タースランド（Witwatersrand）大，および，資
源省傘下の Council  for Geoscience（南アの地質
調査所）であった．南ア側の代表者 Durrheim 教
授（CSIR/Wits 大），グループリーダー Cichowicz
博士（CGS），小笠原とは 1994 年以来の交流が
あった．
3．2　成果の概略
　SATREPS によって，2009 年度の条件付き採

図 1　 左：1984 年当時，世界最深の金鉱山の，南に傾斜した 2 枚の薄板状金鉱脈と採掘の模式図．薄板
上の格子状の細い線は，鉱脈の下の水平坑道網．薄板上の小さな黒矢印で示す方向に採掘前線を
進めていた．地表からの深度も示されている．現在の世界最深の金鉱山は，この図の右下延長部
を採掘している．右：1984～2011 年までの，南アの金の年間生産量（単位はトン；■），年間犠牲
者数（単位は人；◆），計算上の採掘継続可能年数（単位は年；埋蔵量/年間生産量；▲）．データ
は南ア資源省．SATREPS 計画以前，採掘前の岩盤応力の実測値は地下 2,700 m までしか出版公開
されていなかった．SATREPS で日本の測定方法が南ア鉱山に実装され，地震ハザードの大きい
大深度でも浅部の高応力の残柱でも実測ができるようになった



南アフリカ大深度金鉱山の地震リスク低減─ 2010～2015 年度 SATREPS 研究成果の概要─ ── 35

択からの 6 年間に，本プロジェクトに投じられた
人的物的資源の規模（短期専門家派遣延べ人数
65 名，派遣期間延べ 1,064 日間，坑内技師 Full 
Time 雇用最大 5 名，ドリリング 80 本以上総延
長 2.8 km 以上，供与機材 100 台以上）は，1992

年以来続けられている日本の南アとの共同研究の
それよりも一桁多く，世界的に見てもまれな規模
の取り組みであった．
　「The History of Geophysics in Southern Africa 

（2016  ; African SUN MeDIA）」という本や，南

図 2　 SATREPS の実施体制．Wits: Witwatersrand 大学．CSIR: Council  for Scientific and Industrial 
Research（日本の産総研に対応する南アの研究機関）．CGS: Council for Geoscience（南アフリカ
の地質調査所）

図 3　SATREPS 鉱山課題の活動の模式表示
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ア科技省と在南ア日本大使館が共同出版した，日
本 と 南 ア の 科 学 技 術 協 力 協 定 10 周 年 記 念
Booklet11）でも大きく取り上げられた．坑内の観
測は，5 つの鉱山会社が所有する南アの 6 つの金
鉱山の地下 1.0～3.4 km で行われた．これらの鉱
山には，世界で最も深い十大鉱山の第 1, 2, 4, 6, 7
位の 5 つが含まれる．
　2012 年 か ら 2015 年 ま で， 毎 年， 鉱 山 街 で
SATREPS セミナーを開催し知見を共有した8）．
毎回，地震や鉱山に関係するアカデミアや産業界
から数十名の参加があった．2014 年度には，南
ア岩石工学学会から鉱山地震学と岩盤工学の研究
と後進育成のプロジェクト継続を望むレターを受
け取った．2015 年度以後に新しい SATREPS 計
画を立ち上げることはできなかったが，後述する
ICDP 地震発生場掘削（DSeis）計画がその役割
を果たした．
　以下では，各成果目標に対する到達度の概略を
記す．
3．3　震源の岩石の性質を理解
　地下約 3.3 km のダイク（岩脈）における 2007～
2008 年の中谷らの微小破壊観測で，M2 級の地震
の前震・本震・余震活動を記録できていた．佐藤
グループがダイクの無傷な試料を室内実験で破壊
し，比較をした（図 4）．実験を南アの若手研究
者とともに行い，日本で室内岩石破壊実験法を教

授できた．
3．4　地震準備と前駆現象の理解
　M2 級の地震発生場の岩盤応力と前震活動の加
速を矢部らが詳細に解析した．その論文が評価さ
れ，スイス・ダボスで開催された国際ワーク
ショップに矢部らが招待された．
　中谷グループが微小破壊観測センサーを多数埋
設し，岩盤内の亀裂の時空間発展を詳細に観察す
ることができた（図 5）．観測現場は地下 1 km で
あるが，掘り残されて岩盤応力が地下 3 km 並に
高かった部分であった．従来型の坑内地震観測で
はまったく見ることができなかったものを詳細に
解析して新しい知見を得た直井らの論文に対し，
直井は 2017 年度に日本地震学会若手学術奨励賞，
直井・中谷・矢部・森谷は日本岩の力学連合から
フロンティア賞を受賞した．4.1 で後述する ICDP
計画では，微小破壊活動域の母岩と破壊をほぼあ
りのまま掘削回収することに成功し，南ア学生が
日本で行った摩擦実験結果が国際雑誌に掲載され
た．博士論文にまとめられる予定である．これに
よって成果目標「震源の岩石の性質を理解」と地
震の理解も深まった．
3．5　地震発生の予測精度向上
　岩盤応力を，確実にその場で実測できる技術

（円錐孔底ひずみ法；国際岩石力学学会推奨法；
Sugawara and Obara, 1999, 国際岩石力学鉱山科

図 4　 左：図 1 左の上側の金鉱脈を右下方向に延長した部分に位置する Mponeng 金鉱山地下約 3.3 km
のダイクに，中谷らが微小破壊センサーを埋設した．2007 年に観測された Mw 2.2 地震の余震分布．
前震もほぼ同じ面上で発生していた．Qz: 母岩の珪岩．右：同じダイクから採取した無傷な岩石
試料を室内実験で破壊したときの微小破壊分布
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学雑誌）を南ア金鉱山の大深度での測定に最適化
し，技術移転することに成功した（波及効果は
4.2 参照）．鉱山やコンサル会社による移転技術
の自発的実装も一部進んだ．
　地震に伴う応力降下量推定の高精度化などの経
験などが評価され，吉光が 2020 年度に地震学会
若手学術奨励賞を受賞した．
　これらによって，SATREPS 以前は困難だった
高応力岩盤での定量的ハザード評価の高度化に貢

献した．
3．6　坑内地震被害予測精度向上
　薄板状金鉱脈を採掘した後にできる薄板状の空
洞（典型的な被害現場）や，予想される震源断層
上での強震観測を試みたが，観測網内での地震発
生は残念ながらなかった．
3．7　公的地震情報発信能力強化
　鉱山の地下坑内地震観測網は微小地震を対象に
したもので，中規模地震を振りきれずに記録した

図 6　 SATREPS 期に増強された CGS の国立地震観測網（図は CGS からいただいた）．ピンク色の▲：
SATREPS によって増強された地表強震観測点．黄色と赤の三角：鉱山健康保安協会と資源省が
増強した地表地震観測網．左下の白丸：2014 年 Orkney M5.5 地震．記録された最大加速度等は
図 7 参照．堀内らの地震波到来時刻自動検出ソフトが実装された

図 5　 a）既存の坑内地震観測網（微小地震しか検知できない）で検知された地震の分布，b）同じ期間
に SATREPS 中谷グループが埋設した微小破壊センサー（赤と緑のドット）で観測された微小
破壊の空間分布．直井　誠（2018）日本地震学会若手学術奨励賞受賞記念論文（DOI: 10.4294/
zisin.2017-13）より
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り正しく評価したりすることができなかった．
SATREPS の期間中に，金鉱山地区の CGS 地表
国立強震観測網と CGS の地震情報発信能力が大
幅に増強された（図 6）．堀内らの地震波到来時
刻自動検出ソフトが実装された．CGS 若手研究
者を日本に招聘し，ソフトの使い方を教育した．
2014 年に Orkney 市近郊の Moab Khotsong 鉱山
下で発生した M5.5 の地震（金鉱山地区過去最大）
の本震と余震は，この増強された観測網と，地下
2.9 および 3.0 km に埋設された石井式歪計で振り
きれることなく記録された（図 7）．坑内地震観
測網のデータと統合解析され詳細に描き出された
地震断層面が，後述する ICDP 計画の掘削調査対
象になった．

4． Post SATREPS

4．1　ICDP 南ア金鉱山地震発生場掘削計画
　SATREPS 南ア鉱山課題の成果は国際的に評価
され，「南ア金鉱山地震発生場掘削計画」が国際
陸上科学掘削プログラム （ICDP）に承認された．
掘削開始時には Science 誌のニュースで紹介され

た12）．図 8 に示すように，SATREPS の日本と南
アの協力体制が中心となり，アメリカ・ドイツ・
スイス・イスラエル・インド・オーストラリアが
新規参画し，2019 年度に成功裏に掘削を終える
ことができた9）．Wits 大学が主催するアフリカ大
陸地球物理人材育成プログラム Africa Array と
も連携した．「震源の岩石の性質を理解」がさら
に進んだ．新規参加者は，自然地震だけでなく，
地熱・資源開発・ダム貯水の誘発地震や，大深度
微生物圏を研究対象としている．

図 7　 2014 年 Orkney M5.5 地震（右；南ア金鉱山地区で発生した最大の地震），それを地下 2.9 km から
掘削調査した ICDP DSeis 計画（矢印）とアメリカ・サンアンドレアス断層（左；プレート境界
掘削計画）の比較．地表の大き目の三角は増強された地表強震計国立観測網（数値は M5.5 地震
で観測された最大加速度．単位は G）．地下の小さめの三角は鉱山の坑内地震観測点．これらの坑
内観測点で決定された地震が丸で示されている．最深の 101 レベル（地下約 3 km）よりも下を，
M5.5 地震が破壊した．星印は日本の技術で岩盤応力が実測され，本震と余震活動を記録した石井
式歪計が埋設されたおおよその位置

図 8　 ICDP DSeis 計画開始時の実施体制．中心は
SATREPS のアカデミアと産業界のネット
ワーク（図 2 参照）
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　DSeis 計画の第一段階である ICDP DSeis Work-
shop は，SATREPS が終了した 2015 年 8 月上旬
の約 3 カ月後に開催することができた．SATREPS
メンバーが申請者になり，日本と南ア以外に，ア
メリカ・ドイツ・スイス・インド・オーストラリ
アからも合計 70 名の参加があり，掘削計画を固
めることができた．
　われわれの場合は例外的な速さで Full Drilling
計画が ICDP に採択されたが，掘削開始まで 2 年
を要し，M2.8 と M3.5 の地震発生場の掘削調査は
鉱山の閉山に間に合わなかった．しかし，ICDP
科学プラン 2014～2019 の挑戦目標とされていた，
自然地震の発生地点まで掘削調査することが，鉱
山下を破壊した中地震（M5.5）を掘削調査する
ことによって達成できた．成果は，ICDP の広報
誌“The Thrill to Drill”13）でも大きく取り上げら
れた．
　SATREPS で共同研究を行い，現場を熟知して
いた立命大・東北大・Wits 大の院生や学部生達
が活躍し，阪大・スイス連邦工科大・プリンスト
ン大・南ア自由州大の院生や若手研究者達，合計
約 30 名が共同研究を進めた．
　DSeis 計画を始めたとき，M5.5 地震について
は震源分布以外は何もわかっていなかった．余震
発生帯上縁部から回収された試料の阪大グループ

（廣野と学生；2018 年から参画）による高知コア
センターでの解析から，マントル物質と水の作用
で非常に弱くなった物質が重要な役割を果たして
いる可能性が浮かび上がり始めている．1996 年
に実施された 3D 地震反射法探査データが残され
ていることがわかり，再解釈した結果，深部起源
の岩脈の貫入の配置が余震活動帯と関係がありそ
うなことも見え始めている．この岩脈はマントル
プリューム活動が起源の 27～2 億年前までの超大
陸の分裂の痕跡である．
　われわれが掘削調査できた断層はプレート境界
の断層の百分の 1 ほどの大きさでしかないが，ア
メリカのプレート境界掘削調査計画（SAFOD 計
画）や，日本の深海掘削調査船「ちきゅう」にも
できていなかったことができはじめているのかも
しれない．今後，研究をさらに進め，日本海溝や

南海トラフなどの巨大地震発生帯の下部延長域で
マントル物質や水が関与して起こっていると想像
されているスロー地震の理解を進めることにも貢
献する知見が得られないかと期待している．
4．2　日本の実装技術のその後
　金の採掘跡（図 1 左）は，採掘直後，高さが
1 m 程度で横の広がりが数百 m の薄い板状の空
洞が残るが，時間とともに閉塞する．地震活動の
常時デジタル監視ができなかった数十年前に危険
と判断され放置された高品位の金鉱脈（残柱）は，
今は地震活動がないため，応力が緩和していれば
安全な採掘が可能である．ところが，SATREPS
以前はその評価ができていなかった．SATREPS
の技術移転後，岩盤応力の実測が確実にできるよ
うになり，その技術はプラチナ，銅，ダイヤモン
ドの鉱山でも使われ始めた．JOGMEC と連携し
チリなど第三国で活用する取り組みも始まった．

「地震発生の予測精度向上」，「坑内地震被害予測
精度向上」の成果である．
　上記の技術では，坑道から 20 m 以上離れた岩
盤内の応力をルーチン的に測定するのは困難であ
る．DSeis 計画では，800 m を超える孔井内でも，
掘削コアさえあれば，非破壊で簡単に応力を測定
できる新しい手法（コア変形法；Funato and Ito
が開発；2018 年度日本岩の力学連合賞受賞）に
よって応力分布を詳細に測定することができた．
　図 5 の数十万個の微小破壊の震源決定は，堀内
が開発した自動地震波到来時刻読み取りアルゴリ
ズムによるものであった．このアルゴリズムは
M5.5 の余震震源決定でも活躍した．堀内は，さ
らに新しいアイデアで，数十 m だけ離して地震
計ペアを設置して波形処理することによって，従
来よりもノイズが小さい地震記録を得ることがで
きるアルゴリズムを開発した．円錐孔底ひずみ法
は，より容易に測定できるツールが加藤らによっ
て開発された．
　この応力測定ツールとコア変形法，および，新
しい地震観測法は，2019 年に鉱山会社と関連会
社に対し，技術講習会議を開催することもできた．
4．3　衰退が止まった岩盤力学・鉱山地震研究
　鉱山の安全な採掘に関する研究を中心的に支え
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ていた CSIR Miningtek は，SATREPS 期間中も
規模縮小が続き，SATREPS の南ア側代表者も
CSIR から Wits 大学に転出せざるを得なくなっ
た10）．しかし，後進育成が非常に重要であること
が再認識され，2015 年の国連 SDGs を南アで目
指す国家開発計画 Phakisa（セストゥ語で急ぐと
いう意味）の下の活動の一環として，CSIR に
Mandela Mining Precinct が 2018 年 8 月 に 開 設
された．2015 年以降に大きな金鉱山がいくつか
閉山したが，SATREPS の取り組みをともに行っ
た 鉱 山 実 務 者 が 海 外 に 流 出 せ ず，Mandela 
Mining Precinct や Wits 大 学 に 着 任 し，ICDP 
DSeis 計画の推進と若手育成に貢献した．

5． ま　と　め

　これらの研究成果は，多くの査読付きの学術雑
誌や国際学会論文集として出版された．アメリカ
地球物理学協会（AGU），ヨーロッパ地球物理学
連合（EGU），日本地球惑星科学連合（JpGU），
オーストラリア・中国・インド，そして，著名な
地震学者が招待されたスイス・ダボスで開催され
た誘発地震ワークショップなどでも，招待講演で
成果発信をすることができた．2020 年には韓国
の地熱開発で誘発された M5.5 Pohang 地震の記
念フォーラムにも招待されている．
　合計 10 名を超える日本と南アの若手研究者が
学位取得や昇任を実現した．Wits 大学では黒人
若手研究者（Manzi）が准教授に昇任し，南ア
NRF 賞を受賞しておおいに注目された．
　ラグビーと南ア金鉱山での地震研究は本来無縁
であるが，ICDP Workshop の開催期間は，偶然
にもラグビー・ワールドカップで日本が南アを
破ったときであった．南アの院生 2 名を日本に招
き，高知コアセンターで分析を行うこともできた
のは，日本でワールドカップが開催され南アが優
勝した 2019 年であった．人間がいくことができ
る世界で最も地下深いところがある南ア金鉱山と
いう，世界の他に類をみない環境での共同研究
と，地震とラグビーという不思議な縁がある日本
と南アの友好な交流が今後も活発に続くことを

祈っている．
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と日本の十以上の関連企業の皆様，研究活動を支
えてくださった南アフリカ科学技術省，在日本南
アフリカ大使館，JICA 本部，JST，JICA プレト
リア事務所，在南アフリカ日本大使館，期間中現
地に長期滞在しプロジェクトをさせてくださった
JICA 業務調整員の宮良光一朗氏と高島　淳氏，
立命館大学リサーチオフィス，村上　理氏，澤井
晶子氏，辻田淑子氏など，200 名を超える方々の
ご助力のおかげです．ここに記して感謝いたしま
す．
　研究や技術協力に要した費用は，JICA，JST，
日本学術振興会，ICDP，文科省，立命館大学，
東北大学，南ア NRF, 米国 NSF, ドイツ DFG，東
京大学地震研究所と高知コアセンターの共同利用
などによりました．
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ETASモデルと感染症

Epidemic-type Aftershock Sequence モデル
　どの地震でも更なる地震を誘発します．大き
い地震は多くの地震を誘発し，小さい地震でも
それなりの確率で地震を誘発します．
　時刻 tまでの地震の発生時とマグニチュード
のデータ系列 {（ti, Mi），ti＜t } に対して，ETAS モ
デルは履歴に依存した発生率（条件付強度関数）

　　λ（t）＝µ＋Σ
{i; ti＜t }

K1・ν（t－ti＋c）eαMi  （1）

で次の瞬間の地震発生を予測します．ここでの
和の数式記号は時刻 tまでの先行地震 iに関す
る項の足し算です．（1）式の関数ν（·）は
　　ν（t）＝（p－1）cp－1/（t＋c）p  （2）
で，これは大森・宇津の余震減衰式 K/（t＋c）p 

を p＞1 のとき積分が 1 になるような密度分布
で書き直したものです．
　計算機シミュレーションで ETAS モデルの
地震数が発散しないためにはまず p＞1 で，さ
ら に， マ グ ニ チ ュ ー ド 系 列 が Gutenberg-
Richter 則で独立に従うとすれば，その b値に
対して，
　　K1b ln10/（b ln10－α）＜1  （3）
である必要があり，さもなければ地震数は急激
に増加してしまいます（Zhuang and Ogata, 
2006）．
　実際の地震データに ETAS モデルを当ては
めると，不等式（3）に従わないときや p≦1 の
ときも往々にしてあります．しかし，その場合
は一過性で，いくつかのパラメータ値は常時定
数でなく時間依存しています．
疫学モデル
　このような地震の誘発性から分かるように，
ETAS モデルのルーツは以下に述べるように
疫学における感染確率モデルにも関係していま
す．
　初期の条件付強度関数で定義された点過程モ
デルに self-exciting モデル（Hawkes, 1971）

　　λ（t）＝µ＋Σ
ti＜t

g（t－ti） 

（4）
　　　　＝µ＋Σ

ti＜t
A・g0（t－ti）

があります．（4）の後者の式は正値の関数 g0（.）
の積分が 1 になるように正規化した表現です．
　時間区間を等分割し，各微小区間内での点の
有無によって 0 または 1 の値をとり，点過程を
確率変数の系列として離散的に近似すると（4）
式は過去の履歴の二値確率変数列について線形
になっています．当時，統計数理研究所の赤池
は，これを時系列解析における「自己回帰モデ
ル」に擬えて，予測の立場から注目しました．
それゆえ，周りの若手に，点過程の尤度と
AIC によって直接的に多項式関数 g（.）の推定
法の研究をするように指導しました（尾形 , 
2019）．このときから条件付強度関数のモデル
化や応用の研究が，統計地震学で長らく先行し
ましたが，他分野では点過程のデータベースの
整備や公開が進まず，大きな進展がありません
でした．しかし最近では，金融リスクや保険の
分野での応用で急増しています．
　Hawkes の self-exciting モデルのルーツは集
団遺伝学や感染疫学などで登場しました．たと
えば Kendall（1949）は，出生死滅の確率分枝
過 程 の モ デ ル を 導 入 し 議 論 し ま し た が，
Hawkes and Oakes（1974）によると，モデル

（4）の実態は，個体 iが時刻 ti で感染したとき，
時間区間（t, t＋dt）中で確率 A g0（t−ti）dtで
発症し，全体集団では，これらが重なり合った
ものとして表わされます（図 1）．（4）式の係
数 µ値は集団外部からの感染者（第 0 世代）
の侵入率を示します．
　感染症流行の定量的予測の研究の解説で，西
浦・稲葉（2006）は常微分方程式系のマクロ集
団モデル（SIR model など）を紹介しています．
基本再生産数と呼ばれる感染症伝播能力の指標
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が 1 より大きいか小さいかで感染が蔓延するか
消滅するかの分かれ目で，感染症伝播の定量的
な予測に関係します．
　他方 Hawkes のモデル（4）からは A＞1 な
ら感染者は指数的に増大再生産し，µ値が小さ
い限りは A＜1 なら収束に向かいます．
　残念ながら，新型コロナ（COVID-19）など
のミクロな感染モデルを構築するためには，事
象の発症時や所在などの詳細なデータが，少な
くとも準リアルタイムでは不備です．地震カタ
ログのような整ったデータベースによる予測の
アプローチは困難と言わねばなりません．
　もしも理想的なデータベースが整ったときの
アプローチとしては，まず µは時間や場所に
依存していることが考えられ，（4）式の A値
の大小は，ウィルスの個性起源の伝播能力とい
うよりも，密閉・密集・密接状態の程度や接触
時間の長さなどの複雑な環境条件に基づいた共
変量に依存すると考えられます．また感染の時
間遅れ（潜伏期間）を特徴づける（4）式の誘
発関数 g0（.）自体の推定も不可欠でしょう（西
浦・稲葉，2006）．それゆえ，階層的時空間
ETAS モデルや非定常 ETAS モデル（Ogata, 
2017）のように，データ駆動の時空間的な非一
様性や非定常性に関する予測モデルの適切な具

体化が求められると思います．
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図 1　Hawkes 型点過程の図解．最上段の黒丸列は観測された事象系列．その下の黒丸は外部からの移
住した事象（0 世代）．白丸，四角と三角は第 1 世代から 3 世代までの子孫の事象への伝播関係の
分離図．矢印は先行する世代の事象によって生成された事象とのクラスター関係を示している．
最下段の図は，形状で示される重ね合わせである．このクラスター分離構造は直接観察される最
上段の図からは分からないが，モデルによって確率的に推測できる（Zhuang et al., 2002）．
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1． は じ め に

　新型コロナウィルスが 2020 年初めから中国で
猛威を振るい始めたとき，日本でもこれほど大流
行するとは予想されていなかった（非常事態宣言
4月 7日発令，一カ月間）．当初，われわれ地震
活動の研究者はただ報道される内容を見ているだ
けであった．しかし，報道される内容は 1日の新
たな感染者数だけで，その感染者達がどのような
構成になっているかなどの内容は示されなかっ
た．そこで，津村が，新型コロナウイルス感染者
データの解析に Seis-PC（地震活動解析ソフト，
http://catfish.the-ninja.jp/seis-pc/index.html）を
用いることを 3月下旬に提案し，石川がすぐにそ
れを具体化した．地震活動の解析では，震源分布
はもちろん，時間的な活動の盛衰，活動の移動，
深さによる特徴などを調べるが，感染者の情報を
これらのパラメータに対応させて解析すれば，感
染者の内容や傾向を簡単に詳しく知ることができ
ると考えた．提案の具体的手法は，第 2章に記載
した．

2． 変換のルール

　感染者データを以下のルールで震源パラメータ
に変換した．全国の感染者数データは，主にNHK
の特設サイト（https://www3.nhk.or.jp/news/ 
special/coronavirus/）と厚生労働省の新型コロ
ナウイルス感染症国内事例のサイト（https://
mhlw-gis.maps.arcgis.com/apps/opsdashboard/
index.html#/c2ac63d9dd05406dab7407b5053d108

e）から毎日，各都道府県別の人数を入力した．
その人数を地震の数とし，震央位置はほぼ県庁の
位置または県内の中央に近い位置を使った．空港
検疫で検出された人数は，北緯 36 度，東経 142
度の海域の位置にプロットした．年代は震源の深
さ，たとえば 20 歳代は 20 km，10 歳未満は 09  
km，100 歳以上は 100 km，非公表は 0 kmとした．
性別の男性はマグニチュード（以下M）5，女性
はM3，非公表はM0とした．時刻は震源時刻年
月日とし，その日の 00 時 00 分 00 秒としたが，
Seis-PC では秒位まで同じ時刻では同一地震とし
て読み込み時に読み飛ばすので，一人増えるごと
に 1秒加えた．こうして 2010 年 1 月 4 日以降の
全感染者の都道府県と日付を入力した．

3． 具体的な解析例

　図 1に全国の感染者数の日別変化を示した．第
一波，第二波が明瞭に見え，第一波のピークが第
二波のピークよりかなり低かったことも分かる．
また，最近では土曜，日曜の PCR検査実施件数
が少ないことが公表されているが，当初は公表さ
れていなかったので月曜日に感染者数が減ったこ
とに安堵感をあたえるような誤った印象を与えて
いた．しかし，Seis-PC には曜日ごとの回数変化
図を作成する機能があり，当初から月曜日の人数
が異常に少ないことを指摘していた（図 2左）．
　このような曜日による感染者数の変化は海外で
も見られるが，ソウルの場合は日曜日がいちばん
少ない（図 2右，データは http://www.seoul.go. 
kr/coronaV/coronaStatus.do より）．全国の日別
の都道府県別感染者数の分布図と東京都区市町村

新型コロナウイルス感染と地震活動解析

津村建四朗・石川有三
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別日別感染者数の分布図は毎日，塩井宏幸氏の
ホームページ（http://h-shioi.la.coocan.jp/COVID- 
19/COVID-19_JapanDaily.htm）で更新して示し
ている．
　Seis-PC にはいろいろな機能があり，その 1つ
に時間円表示図（以下，TC図）がある（津村，
1993）．これはあまり知られていない表示法で，
その作図法は以下のとおりである．まず地図を適

当なサイズのメッシュに区分して，それぞれに小
さな円を描く．この円周を時計の文字盤とみなし
て，たとえば，1日ごとのそのメッシュの地震回
数に比例した長さの針を時期に対応した方向に描
くと，各地域の地震発生回数の変化を示すTC図
になる．つまり，各メッシュごとの通常の日別地
震回数の棒グラフを，縮小して各円周上に展開し
たものである．同様に，外向きの針の長さと方向
で，各メッシュで発生した地震のマグニチュード
と発生時期を示すTC図を描くこともできる．今
回は，地震回数の代わりに都道府県別（図 3）や
東京都区市町村別の日別感染者確認数にこの方法

図 1　 日本全体の感染者数の日別変化．第一波と
第二波の感染者数の違いがはっきり分かる．
非常事態宣言（4 月 7 日発令）で第一波が
収まった

図 2　 （左）日本の感染者数の曜日による変化．横
軸は左から日，月，火，水，木，金，土曜日．
日本は月曜日が少ない．縦軸の数値は感染
者数が最大の曜日の人数．（右）ソウルでの
感染者数の曜日による変化．日曜日が少な
い

図 3　 全国の都道府県別の日別感染者確認数の推
移を表した図（第 1 波の期間（上）と第 2
波の期間（下）の比較図）
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図 4　 地域別感染者数．（上段）中段の地図の直線
AB（沖縄から北海道）を 30 分割したそれ
ぞれの帯状地区内の感染者数．いちばん高
いピークは東京を含む地区．次が大阪を含
む地区．左端は沖縄で，右端は北海道．縦
軸の単位は，万人．（下段）各都道府県の感
染者を時間的に投影した時系列図．横軸は
中段図の直線ABに対応．上端が今年 1 月
1日で，下端が 9月 28 日．縦軸の数値は月．
第一波が収まっていったのは地方からだっ
たことや，第二波が首都圏や大阪圏から広
がったことも見てとれる．ここでは空港検
疫の人数は除外した

図 5　各年代別の患者数．20 代が突出して多い

図 6　 東京における感染者数の 20 代，30 代（上図）
と 60 代，70 代（下図）の感染者数の日別
変化．縦軸は人数で上図，下図とも同じス
ケール．横軸の数値は月．第二波は若い世
代の感染で起きていて，始まりも早かった
ことが分かる
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を応用したものである．その他の具体例は塩井宏
幸のホームページ（http://h-shioi.la.coocan.jp/
COVID-19/COVID-19_TokyoDaily.htm）や，石川
有三のホームページ（http://catfish.the-ninja.jp/
event/2020corona.html）に示されている．
　また，Seis-PC には図 4のように，帯状に区分
けした地区内の感染者数の分布を示すことができ
る．図 4下段図は，直線ABに感染者を投影した
時系列図で，感染が空間的に収まっていった様子
や，逆に拡大していった様子を分かりやすく示す
ことができる．図 5は，各年代別の感染者数を示
していて，20 歳代がいちばん多いこと，高齢者
は少ないことが分かる．図 6は，20 代，30 代（上
図）と 60 代，70 代（下図）の感染者数の日別変
化を示していて，第二波は若い世代での感染が主
であったことが分かる．このほか，男女の違いに
よる感染状況の違いなども示せるが，紙面の関係
で割愛した．

4． ま　と　め

　地震活動解析ソフト Seis-PC は，ここに示した
ようにいろいろな現象のパラメータを震源パラ
メータに対応させて置き換えることで，地震活動
以外の他種類のデータの解析にも用いることがで
きる便利なソフトウェアであることを示した．

謝辞
　今回作成した各種の図をホームページで公表す
るに当たり，塩井宏幸氏の力が大きかった．ここ

に感謝いたします．
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1． は じ め に

　2020 年の 12 月でちょうど 100 年前，1920 年
12 月 16 日に中国の海原県を震源とする MS 8.5
の内陸巨大地震，海原地震が発生した．この地震
の震源地とされている海原県は当時甘粛省に属し
ていたため，甘粛地震とも呼ばれていた．この地
震は多くの犠牲者をもたらした．当時各地の地方
政府による統計では 23 万人を超える死者数とな
り，最も被害の大きい地震となった．現地を調査
していた中国の地質学者たちは，海外で発生した
リスボン地震やイタリアの地震で報告されている
数万人程度の被害者を大きく超えたことに驚きを
隠せなかった（翁文灝，1922；謝家栄，2007）．
また地震当時の中国政府はいわゆる北洋政府で，
政権は軍閥により支配されていたが，1920 年 7
月の軍閥間の戦争により政権が交代し，そのあと
も権力闘争による政治混乱が続いていた．このこ
ともあり，地震後の 1921 年 1 月に被災地の 1 つ
である固原県から救援を要請する電報が届いたに
もかかわらず中央政府による現地調査や救援活動
が行われたことは報告されていない（馮鋭，
2018）．1921 年 2 月ごろからようやく主に水害や
干ばつなどの災害の救済で活動している国際連合
救済会 （United International Famine Relief Com-
mittee）が地震災害の救援にも動き，同年 3 月に
現地調査団を組織し，現地調査が始められた．そ
の後，4 月 15 日より北洋政府による調査団が地
質学者などにより構成され，現地調査に赴いた．

その後，中国は北伐戦争や国内戦乱が続き，海原
地震に関する調査研究はあまり進められなかった
が，1958 年ごろより中国地震局による本格的な
調査研究が始まり，地震の断層，被災状況等本格
的な研究が始められている．今年は，海原地震の
100 周年に合わせて，AGU 秋季大会と関連学術
誌 JGR で特別セッションや特集号が企画されて
いる．本文はこれまでに明らかにされている海原
地震の概要を簡潔に紹介することを目的にしてい
る．

2． 地震の概要

2．1　震　　　央
　地震当時，詳細な震央位置は確定できなかった
が，現地を調査したメンバーの 1 人である王烈氏
は地震時に聞こえた地鳴りと地震による揺れがほ
ぼ同時に報告された所が震源地という観点から海
原県にあることを主張している（王烈，1921）．
中国地震局などでは震源の位置を 36°38′N，105°
21′E，震源深度約 18 km と示している．最近で
は，Ou et al.（2020）が海原地震を記録した世界
中の遠地記録を数値化して解析したところ，震央
位置は 105.540±0.251E, 36.481±0.256N と推定し
ている．また，震源メカニズムは（110，90，
10）と推定され，傾斜角が高角である左横ずれ断
層で，震源深さは 6 km と浅かった．図 1 は海原
地震の震源を概略的に赤丸でプロットしたものを
示しているが，この地域はチベット高原の東縁に
あり，当時でも地震が多発していた地域であるこ
とが分かる．

1920年海原地震について

司　宏俊・陳　文

［注］中国の省・県は，おおむね日本の県・市（または
郡）にあたる．
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2．2　海原地震の観測記録とマグニチュード
　海原地震の時代においては，地震観測は日本で
開 発 さ れ た 大 森 地 震 計 や 欧 州 で 開 発 さ れ た
Wiechert 地震計が世界中に設置され観測されて
いた．中国でも上海，瀋陽，青島，大連と営口，
台北およびその他 5 カ所に地震計が設置されてい
たが，海原地震の際には上海の地震計のみで観測
記録が得られている．図 2，図 3 には，海原地震
の観測波形の例として，Omori（1921）によりま
とめられた東京での観測波形と上海における観測
波形をそれぞれ示す．なお，海原地震は世界中で
96 点の観測記録が得られているが，これらの観
測記録は極性などの情報を備えていなかったので
十分に活用されていなかったようである．
　海原地震の時代には，地震の規模を示す指標と
してマグニチュードがまだ提案されていなかった
が，のちに Gutenberg and Richter（1941）は世
界中の表面波観測記録により 8.5 と推定してい
る．この値は現在でも広く使われている．その後
も，それぞれの研究機関によりマグニチュードが
推定されている．一方，現代の地震学でよく使われ
ているモーメントマグニチュードも観測記録に基
づいて推定されているが，値の範囲は MW 7.9～
MW 8.3 とばらついている．最近では，Ou et al. 

（2020）が前述のように，図 4 に示す世界中の観
測記録を数値化して解析し，震央位置の決定，震

図 1　 1920 年海原地震前後の地震活動の状況，鉄
道の分布状況および地震観測点の整備状況

（馮鋭（2018）より引用）

図 2　Omori（1921）による海原地震の観測波形
　　　（「一九二〇年海原大地震」より引用）

図 3　上海における海原地震の観測波形
　　　（「一九二〇年海原大地震」より引用）
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源メカニズム解を求めるとともに，マグニチュー
ドについても MW は 7.94，Mb は 7.9，MS は 8.1 と
推定している．
2．3　震 源 断 層
　海原地震に伴う地表断層は地震発生 30 年後の
1950 年代から始めた調査によって 237 km 程度の
長さに及んでおり，地震に伴う最大断層変位は
10.2 m 程度であることが確認されている．図 5 に
示す赤線は確認された地表断層の位置を示すもの
である．図 6 には海原地震を引き起こした海原断
層のイラストを示す．図 6 上段では，海原断層が
西部，中部および東部の 3 つのセグメントに分け

られ，これらのセグメントに対してトレンチ調査
を行い，活動歴が調べられた．その結果は図 6 下
段に示すように，約 12,000 年前に東部断層が活
動し，それ以降それぞれのセグメントは数回活動
したのち，1920 年海原地震においては 3 つのセ
グメントが同時に動いたとされている（張ら，
2003）．
　また，海原断層の地下深部における形状につい
ても調べられており，その結果を図 7 に示す．こ

図 7　 弾性波探査で確認された海原県西安州付近
における中部海原断層の深部形状（樊ら，
2004 より引用）

図 4　 Ou et al.（2020）で用いられた海原地震の
観測波形を記録した観測点分布図

図 5　 海原地震に伴う地表断層と震度の分布図
（Xu et al., 2019 より引用）

図 6　 （上段）海原断層のセグメント区分とトレン
チ調査個所，（下段）トレンチ調査で判明し
たそれぞれのセグメントの活動歴（張ら，
2003 より引用）
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の図から，調査地における海原断層は深部におい
て約 70°傾斜していることが分かった．
2．4　海原地震による被害
　1920 年海原地震により当時の甘粛省をはじめ
として陝西省などでは深刻な被害を受けた．図 5
は中国地震局で調べた当該地震の震度分布図を示
している．中国で採用されている震度は修正メル
カリ震度とほぼ同様で，最大震度は 12 度になっ
ているが，海原地震は震度 12 が報告されている
唯一の地震とされている．震度の決定は，震度の
定義に基づき，（1）地表変形分布；（2）建物倒壊
などの被害状況；（3）地形的な改変状況などに
よって行ったと思われる（国家地震局蘭州地震研
究所・寧夏回族自治区地震隊，1980，以降中国地
震局（1980）として引用）．図 5 から，地表断層
の周辺では震度が大きいことが分かる．また，被
害地域の北部では震度の減衰が大きいのに対し，
南部では，減衰が小さく，震度の大きい地域の面
積が広いことが分かる．
　海原地震による人的被害は甚大なものであっ
た．現地調査した地質学者謝家栄氏によれば，甘
粛省だけでも 234,117 人にのぼると集計されてい
る（謝，2007）．近年では，劉ら（2003）が甘粛
省以外の被害も含めて既存の資料をもとに再検討
し た と こ ろ， 地 震 に よ る 死 者 数 の 中 央 値 は
273,465 人になり，当時もっとも被害の大きい地
震であることが分かった．また，家畜などの被害
は 1,104,068 頭になり，家屋の倒壊は 590,635 棟
以上になるとも報告されている．被害の直接要因
は地震動による建物の倒壊による死者と黄土高原
における山崩れや斜面崩壊などによるものと報告
され，特に死者数の半数近くが後者によるものと
の報告もあり（許ら，2018），海原地震の特徴の
1 つとされている．また，Close and McCormick

（1922）による現地調査の結果では，固原県の南
では山崩れや斜面崩壊による被害が大きいが，そ
れより以北では振動による建物の被害が主である
ことを示唆している．
　また，被害が大きくなってしまった原因として

図 8　 海原県城における被害の様子．建物は鐘楼
と洞窟 1 カ所以外はすべて倒壊したようで
ある（写真は鄧，2011 によった）

図 9　固原県役所玄関部分の被害（謝，1922）

図 10　 隆徳と固原の中間にある瓦亭における建物の
被害状況．一部は修復して利用しているが耐
震性のない建物にしては被害が比較的に軽く
見える（Close and McCormick, 1922）
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図 12　 隆徳県の役所における被害の様子．知事は
失踪，知事夫人は犠牲になったようである

（Close and McCormick, 1922）

図 13　 許ら（2018）により推定された海原地震に
よる深い斜面崩壊の分布

図 11　震度分布と主な斜面崩壊（点線で囲んだ地域）の位置図（中国地震局（1980））
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図 14　 Close and McCormick（1922）により撮影
された，村が斜面崩壊で埋められた事例．
災害を逃れた人たちは簡易のテントで生活
している

図 15　 静寧付近で発生した山崩れと斜面崩壊
（Close and McCormick, 1922 より引用）

は，（1）地震の規模が大きく，震度の大きい地域
の面積が広いこと，（2）多くの住民が黄土高原に
掘削された洞窟を住居として利用しているか，建
物も多くは土などの素材で建設され，住居の耐震
性はかなり低かったことが主な要因と考えられて
いる（中国地震局，1980）．
　図 8 に，地震断層に最も近い海原県城の写真を
示す．県城にある建物は鐘楼と洞窟一カ所以外は
すべて倒壊したようである．また，証言によると，
市内では石の跳躍現象も報告され，揺れの激しさ

を物語っている．地震後海原県城は移設されてい
る．図 9 に海原県の南に位置する固原県役所の玄
関口部分の被害の状況を示す．固原県内の建物の
多くは比較的堅牢だったようで，被害も比較的に
軽かったようである．
　図 10 は固原県城より南西方向へ下り，図 11 の
右下に位置する隆徳と固原の中間にある瓦亭とい
う集落の建物の写真を示しているが，耐震性が低
いにもかかわらず建物が立っている様子がうかが
える．さらに南西方向に下った隆徳県役所の様子
を図 12 に示すが，倒壊を免れている建物も多数
存在することが分かる．
　図 11 は震度 9 以上の激震区の震度分布と山崩
れや斜面崩壊の位置図を示し，図 13 には Google 
earth と衛星映像を用いて推定された斜面崩壊の
分布図を示している．これらの図から，主な斜面
崩壊は海原県城より南方にあることが確認でき
る．図 14 は Close and McCormick（1922）の調
査で分かった，村が斜面崩壊の土砂で埋められた
後の様子を示している．
　図 15 と図 16 は Close and McCormick（1922）
の調査で見つかった大規模な斜面崩壊の様子と，
斜面崩壊でできたダム湖の様子を示している．

3． ま　と　め

　1920 年海原地震は 20 世紀に発生した世界の地

図 16　 静寧付近で発生した斜面崩壊により形成さ
れたダム湖（Close and McCormick, 1922）
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震で被害がもっとも大きい地震であり，今年で
ちょうど 100 年になる．地震後多くの研究者の努
力により，地震像と被害の状況は分かるように
なったが，まだ課題がたくさん残されていると感
じている．同様な地震がふたたび起きても被害を
最小限に抑えるために，海原地震で得られた教訓
と知見が活用されることを期待する．
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1． 大きな転換点となった報告書

　東海地震説が 1976 年に唱えられ，国は法律（大
規模地震対策特別措置法＝大震法）まで作って東
海地震の直前に警戒宣言を出すことを目指した．
その後，かつて夢見たピンポイントの地震予知は
困難であることが分かってきた．現在は「地震発
生の可能性の高まり」を捕らえて南海トラフ地震
の臨時情報を出す仕組みに大きく変わった．新し
い仕組みが複雑で分かりにくいこともあり，自治
体や住民が戸惑っている．一方でこの間，民間人
の科学的根拠のない予知予測がはびこるようにな
り，地震予知が迷走を続けている印象を与える．
なぜこんなことになったのか．
　毎日新聞記者や大学教員として一連の動きを追
い続けてきた筆者は，中央防災会議・南海トラフ
巨大地震対策検討WGの「南海トラフ沿いの大
規模地震の予測可能性に関する調査部会（南海ト
ラフ調査部会）」が 2013 年 5 月にまとめた報告書
が大きな転換点となったと理解している．この報
告書は「南海トラフ沿いの大規模地震の規模や発
生時期の予測は不確実性を伴い，直前の前兆すべ
りを捕らえ地震の発生を予測するという手法によ
り，地震の発生時期等を確度高く予測すること
は，一般的に困難である」と結論づけた．これま
で予知を目指したのは東海地震だけであり，その
東海地震を含め予知は一般的に困難だと専門家と
して初めて打ち出したのだ．
　ところが報告書はこうも述べる．「ゆっくりす
べりが拡大しているなど，プレート間の固着状態
に普段と異なる変化が観測されている時期には，
不確実ではあるが，地震が発生する危険性が普段

より高まっている状態にあるとみなすことができ
る」．この中の「危険性」は後に「可能性」に置
き換えられる．「地震発生の可能性の高まり」は
正に地震の予知予測にわずかながら可能性を残し
たものだった．これによって地震予知の終焉とは
ならず，問題をいっそう複雑にした感がある．

2． 南海トラフ「可能性の高まり」の 3例

　警戒宣言の発令とはいかなくても，政府が何ら
かの形で「可能性の高まり」の情報を出せるなら
ば，津波危険地域などの人びとは安全な場所に逃
げる準備をするなど被害軽減に役立つ可能性があ
る．さらにいえば，東海地震の予知の全面否定で
ない点も，大震法を制定した政府には好都合だろ
う．信じたくはないが，「可能性の高まり」を持
ち出したのは，地震予知の夢を追った内閣府（防
災担当）や気象庁が仕組んだつじつま合わせ・責
任逃れだったのでは，という思いがよぎる．
　そして「可能性の高まり」はその後の議論で重
要な意味を帯びてくる．まるで最初から筋書きが
できていたかのようだ．一連の報告書を受け，政
府は 2019 年 3 月，大震法に代わる「南海トラフ
地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイ
ドライン（第 1版）」を作成した．南海トラフ地
震の発生可能性が高まった場合に自治体や企業，
住民がどう防災対応したらいいのか，にスポット
を当て，地域での今後の検討の参考とした．
　防災対応を取るケースとして，ガイドラインは
①半割れケース＝南海トラフの想定震源域内で大
規模地震（M8クラス）が発生し，残りの領域で
大規模地震の発生可能性が高まったと考えられ
る．②一部割れケース＝大規模地震に比べて一回
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り小さな地震（M7クラス）が発生した後に，よ
り大きなM8クラスの地震が発生する可能性があ
る．③ゆっくりすべりケース＝基準を超えたひず
み計の変化を捕らえることでプレート境界面での
大きなすべりが観測され，前例のない事例として
学術的に注目され，社会的にも関心を集めてい
る，の 3つを示した．
　半割れケースでは気象庁が南海トラフ地震臨時
情報（巨大地震警戒）を発表し，一部割れケース
とゆっくりすべりケースは臨時情報（巨大地震注
意）をだす．半割れケースでは津波の危険性が高
い地域としてあらかじめ定められた「事前避難対
象地域」の住民に 1週間程度の避難を呼びかけ
る．一部割れケースでは一部の沿岸地域の住民は
避難を開始するなど 1週間を基本とした防災対応
をとり，ゆっくりすべりケースでは住民は一定期
間，地震への備えの再確認などを行う．
　南海トラフ調査部会の報告書では「可能性の高
まり」はゆっくりすべりケースだけをあげたが，
その後，あまり議論がないまま半割れケースと一
部割れケースが加わった．ゆっくりすべりケース
に代わって半割れケースが主役となり，ガイドラ
インではその記述が大部分を占める．

3． 疑問が多い半割れケース

　想定震源域の東側（あるいは西側）でM8級の
巨大地震が発生する半割れケースはいくつか問題

がある．これは予知の失敗なのだが，そのことは
表面にはでてこない．すでに南海トラフ地震の 1
つが発生し，太平洋側全域に大津波・津波警報が
でている．各地から甚大な被害が報告され，余震
も頻発して日本中が騒然としている．そんなとき
に「残り半分も危ない」と臨時情報（警戒）をだ
す意味があるのか，との疑問がつきまとう．
　しかも気象庁が臨時情報をだすのは最初の地震
の発生から最短でも 2時間後．専門家による南海
トラフ地震評価検討会で検討するから時間がかか
るのだ．臨時情報を待って自治体などの防災対応
が動き出すが，時間差をおかず次の大規模地震が
発生する可能性が少なからずあるため，2時間の
タイムラグが津波危険地域の住民の避難を遅ら
せ，致命傷になるケースも考えられる．半割れ
ケースを「可能性の高まり」に含めた弊害だろう．
半割れケースはいつM9の南海トラフ巨大地震に
発展してもおかしくないと考え，気象庁が業務と
して対応すべきだ．それなら問題は少ない．
　一部割れケースは東日本大震災を起こした東北
地方太平洋沖地震（M9.0）の 2日前にM7.3 の地
震が起きたことを教訓にした．もともと南海トラ
フの想定震源域内でM7クラスの地震が発生すれ
ば，南海トラフ地震との関係が大きな関心を呼ぶ
ものだが，そんな前触れがあるとは限らない．
ゆっくりすべりケースは，気象庁が前兆現象とし
てキャッチし，東海地震の警戒宣言に結び付けよ
うとしたものだ．本来なら「可能性の高まり」の
主役なのだが，ゆっくりすべりの拡大や加速がか
りに観測されても，大地震直前の前兆すべりかど
うかの評価は難しいと分かり，脇役に回された．
「地震予知は一般的に困難」という結論を受けた
ものでもある．静岡県などの自治体はゆっくりす
べりケースで防災に役立つ情報がでることを期待
していたので，肩すかしを食った格好だ．

4． 難航する自治体の防災対応

　国の中央防災会議（会長・首相）は 2019 年 5

図 1　 南海トラフ巨大地震の想定震源域（『いま地
震予知を問う』（化学同人）から）
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月，防災対応検討ガイドラインの作成に伴って南
海トラフ地震防災対策推進基本計画を修正した．
南海トラフ地震が発生した場合の災害応急対策の
基本的方針に「初動体制の確立」の項目が加わり，
「南海トラフの想定震源域内においてM8.0 以上
の地震が発生したときは，内閣総理大臣は，ただ
ちに閣議を開催し緊急災害対策本部を設置する」
などと記述された．指定行政機関や都道府県など
自治体が作成する地震防災対策推進計画の基本と
なる事項に新たに「時間差発生等における円滑な
避難の確保に関する事項」が入り，市町村が推進
計画に事前避難対象地域を示すとともに，後発地
震に備えて一定期間避難生活する避難所，避難経
路，避難実施責任者等を含む津波被害の特性に応
じた避難計画を明示するよう求めた．
　ガイドラインの内容をこと細かに推進基本計画
に盛り込んだが，それに伴う自治体の作業は難航
している．南海トラフ地震で深刻な津波被害が予
想され，津波避難対策特別強化地域に指定された
14 都県 139 市町村は 2020 年 3 月までに事前避難
対象地域を指定し，推進計画を作り直すことを求
められたものの，4月時点で 6割が未指定だ（朝
日新聞 2020 年 4 月 27 日朝刊）．新たに避難所の
新型コロナウイルス対策問題も浮上した．一方，
これらの自治体は被災後のまちづくりに向けて前
もって体制や手順などを定める「復興事前準備」
の策定も必要なのだが，2019 年末時点で 8割が
未策定と分かった（毎日新聞 2020 年 4 月 10 日朝
刊）．

5． はびこる村井氏らの民間予測

　直前予知による警戒宣言から「可能性の高ま
り」を捕らえた臨時情報に．その変化への対応に
人手やノウハウのない自治体側は苦慮し，南海ト
ラフ地震を迎え撃つ体制は整わない．地震予知の
迷走がもたらした 1つの側面だ．こんな間隙を縫
うように地震のいい加減な民間予測が幅をきかせ
る．ツイッターなどでは「1週間以内にM○の地

震が発生」「どこそこが危ない」などの情報が飛
び交い，それに大勢の人が「いいね」や「リツイー
ト」で反応する．「地震を研究している学生」が
英雄気取りで予測を披露する例もある．
　民間予測の代表は村井俊治東大名誉教授だろ
う．同氏が会長の株式会社地震科学探査機構
（JESEA）は有料会員約 5万人を抱えるまでに
なった．同社は 2013 年 1 月に設立され，9月か
ら本格的な地震予測を始めたというから，南海ト
ラフ調査部会が「地震予知は一般的に困難」とす
る報告書をまとめた時期（同年 5月）と重なる．
測量工学が専門の村井氏は測位衛星による国土地
理院の電子基準点データを基に地震を予測する．
そのデータはさまざまなノイズ（天候や周辺樹木
の影響）で変動するが，それを実際の地殻変動と
みて「危ない地域」を列挙する．最近は地震の
AI 予測や地震雲にもご執心だ．
　当然当たらないが，週刊ポストや夕刊フジ，フ
ジテレビなど一部メディアが村井予測の応援団と
なり，「的中率 85%」などと報じるため騙される
人が多い．一方で大手紙やNHKは村井予測のデ
タラメぶりを知りながら，報道しようとしない．
日本地震学会や気象庁は見て見ぬふりをするし，
データを悪用される国土地理院も何も言わない．
村井氏が長く会長を務めた日本測量協会は，同氏
の地震予測の講演会をCPD（技術者の継続教育）
認定プログラムにしたりする．NTTドコモやま
ぐまぐは村井氏を側面支援している．
　村井問題を何とかしたいと思った．2020 年 2
月に読売テレビのバラエティ番組「そこまで言っ
て委員会NP」（関東は放送なし）から，地震予
知をテーマに取り上げるのでゲスト出演してほし
いと依頼があった．ニジを見て地震を予知すると
いう民間人の椋平広吉さんのトリックを 1976 年
に見破ったことを話すのが筆者の主な役割．それ
よりも東大名誉教授の肩書を利用した現代の村井
氏のほうがずっと悪質と考え，収録ではそのこと
に言及した．だが放送では固有名詞の部分は削ら
れ，同氏を称賛するメディアの名前も出なかっ
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た．「そこまで言ったのに」と残念なのだが，テ
レビ局側は波風を立てたくなかったのだろう．村
井氏告発に横たわる「厚い壁」を実感した．

6．「地震予知はできない」の徹底を

　地震予知不可能論で知られるロバート・ゲラー
東大名誉教授が同番組の準レギュラーで，その日
も出演した．国が南海トラフ地震の今後 30 年以
内の発生確率を 70～80%としていることをまっ
たく意味がないと否定し，予知予測に取り組む専
門家を「御用学者」と批判．筆者は「御用学者は
やめましょうよ」と言い返し，テレビ局側は画面

に「激論！ゲラーVS横山」の字幕を入れた．筆
者には村井氏，ゲラー氏の両東大名誉教授が地震
予知の実像をゆがめていると思えてならない．
　気象庁は 2020 年 6 月から，産業技術総合研究
所が和歌山，高知県など 12 カ所に設置したひず
み計のデータを活用し始めた．ゆっくりすべり
ケースで臨時情報をだすには，東海地方周辺のひ
ずみ計だけに頼るのでは限界があり，当然の措置
だろう．内閣府や気象庁は，直前予知から「可能
性の高まり」という不確実な予測に変わったこと
が社会に知られていないことや，防災対応検討ガ
イドラインの内容が難解なことを考慮し，十分な
説明を行うべきだ．事前避難対象地域の指定など
に四苦八苦する自治体の支援も必要だろう．
　大震法はもとより，新たな南海トラフ地震評価
検討会と一体運用されている地震防災対策強化地
域判定会は速やかに廃止すべきだ．一足早く気象
庁の地震予知情報課はなくなった．大震法に基づ
く地震防災対策強化地域の指定も早急に解除すべ
きだろう．国と地震学者が協力し，かつて夢見た
日時を特定するような地震予知はできないことを
一般の人にしっかり理解してもらうことが欠かせ
ない．そうした努力によって民間予測の出番をな
くしてほしい．このままでは南海トラフ周辺で小
さな地震が頻発するなど，いざという時に社会に
混乱をもたらしかねない．

　　　横山裕道
　　［よこやま　ひろみち］
現職　科学・環境ジャーナリスト
略歴　東京大学大学院理学系研究科修士
課程修了．毎日新聞社会部，科学部，科
学環境部長，論説委員，淑徳大学教授，
客員教授などを経て現職
著書　いま地震予知を問う 迫る南海トラフ巨大地震
（化学同人），気候の暴走 地球温暖化が招く過酷な未来
（花伝社），さまよえる地震予知 追い続けた記者の証言
（紫峰出版）他

写真 1　 「そこまで言って委員会NP」の一場面（中央
が筆者）

写真 2　 椋平ニジについて報じた 1976 年 9 月 26 日
毎日新聞朝刊
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地震記者の回想―2―

　長い記者生活で，研究者，行政マンなど大勢
の人たちとのふれ合いがあった．
　石橋克彦さん（当時，東京大学助手）が東海
地震説を公表したのは 1976（昭和 51）年．こ
の年 9月，石橋さんは「駿河湾を震源に大地震
発生の恐れ」と地震学会で発表した．学会を取
材したわたしは石橋さんに SBS（静岡放送）
に出演してほしいとお願いした．
　翌月，石橋さんがスタジオにきた．ともに出
演するのは，静岡県行政が東海地震を担当する
部署として新設した地震対策班の班長越井一郎
さんだった．番組前の打ち合わせで越井さんが
石橋さんに質問した．「若いあなたが教授にな
る頃までには，地震は来るだろうな」と．石橋
さんの答えはなかった．越井さんはすでに他界
した．石橋さんは神戸大学の教授を定年退官し
ている．人間生活と地球の“物差し”の違いを
つくづく感じる．
　静岡県地震対策班は，翌年「地震対策課」に
格上げされて，本格的に大地震対策が始まっ
た．越井さんが初代課長になった．地方自治体
の組織で「地震」の名が付いたのは全国初だっ
た．越井さんの立ち振る舞いはユニークだっ
た．プロ野球・巨人軍の熱烈なファンだ．部下
の職員が決裁文書をもらうには，ちょっとした
テクニックが必要だった．「昨日のナイターは
巨人が勝った．決済承認のチャンスだ」巨人が
勝つと越井さんは上機嫌だ．勝った翌日は課長
の決裁文書箱がいっぱいになる．わたしたちメ
ディアの取材ももっぱら巨人が勝ったときにす
る．勝つと多弁だった．ある朝，出勤した越井
課長の姿を見て課員が驚いた．「おい，課長が
ネクタイを 2本しているぞ」．無頓着でおおら
かな人だった．朝，出勤準備にネクタイを締め
たのを忘れてもう 1本ネクタイを結んで出勤し
た．ネクタイを 2本結ぶのは“高度な技術”が
必要だ．越井さんは山本敬三郎知事からの難し

い課題を手際よく解決した．静岡県の地震対策
を強力に推し進めた原動力は，このユニークさ
から湧き出したものだろう．
　その山本知事もユニークな存在だった．情報
収集力が抜群だったから，県議会議員からは煙
たがられた．山本知事は県議会の答弁で「地震
予知はできるのです」が口癖だった．地震予知
に対して，研究者，行政，住民ともに“バラ色”
の期待を寄せていた時代のことである．山本知
事は“電話魔”だった．わたしもしばしば知事
からの“電話攻勢”を受けた．夜，自宅に「山
本ですが」と電話がかかってくる．知事からと
は思わないから最初は驚いた．山本さんは熱心
に質問する．「地震予知連で，きょう萩原尊禮
先生がいったことを，あなたはどう思います
か．」「浅田　敏先生の考えを記者としてどう受
け止めますか」と質問は厳しい．
　山本さんは旧制静岡高校の出身．浅田さんも
同じ静岡高校だから頻繁に情報交換していた．
中曽根康弘さんも静岡高校出身で，地震対策の
進め方についてしばしば意見を聞いていたらし
い．「大規模地震対策措置法」が成立しても，
財政的な裏打ちがなければ地震対策は進まな
い．「財政特例法」を作って諸々の対策を進め
る必要がある．しかしその制定に大蔵大臣がウ
ンと言わない．業を煮やした山本知事は田中角
栄宅に出向いた．山本さんの大親分の角栄さん
に地震財特法の制定に力を貸してほしいと懇願
した．角栄さんは山本さんの目の前で竹下大蔵
大臣に電話した．「竹下君，山本君が困ってい
るよ」といった．これが良かったと山本さんは
いう．他県の知事と手を組んだり，あるときは
財界人を巻き込んで，さまざまな方策を考えて
大地震対策を進めた．後日，知事引退後の山本
さん宅を訪ねた．引退後に住む伊豆高原のマン
ションで語ってくれた．書斎の机の上には地震
の本が置いてあった．引退後も「東海地震はい
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つ来るんですかね」と気にかけていた．
　静岡県には「地震市長」と呼ばれる地震熱心
な首長がいた．大津波被害の恐れがある焼津市
の市長，服部毅一さん（在任 1975～1991 年）
である．夜間抜き打ち防災訓練をしばしば企画
した．市民も防災には積極的だ．「どこまで逃
げれば津波に追いつかれないか．市長，今から
やってみよう」と，地震対策は大きく進んだ．
　山本知事は地震予知連絡会会長の萩原尊禮先
生を頼りにしていた．静岡県庁を訪れる萩原さ
んの姿が，しばしば目撃された．地震予知連絡
会の会長，地震予知総合研究振興会の理事長と
してお元気な日々だった．萩原さんは，東京・
北区の自宅から神田美土代町のオフィスに通っ
ていた．仕事の息抜きと称して，奥さんの目を
避けつつウイスキーを傾けることがあった．そ
の席には，たいてい力武常次さんが一緒だっ
た．グラス片手に会話が面白かった．わたしが
地震予知振興会を訪れたある日の会話はこうだ．
　某日，宮内庁から「萩原先生に質問です」と
電話があった．「大きな地震は小さな地震を数
多く発生させることで肩代わりできるでしょう
か」というのだ．陛下（昭和天皇）からのご質
問だという．「それは難しいことです」と萩原
さんは答えた．しかし陛下はなおも「できるだ
ろう」とおっしゃる．下々のわたしたちが考え
ることと同じだ．電話による数度のやりとりの
結果，萩原さんは皇居に出向いてご進講するこ
とになった．この話に力武さんが口をはさん
だ．「陛下は生物学がご専門だから，対数でも
のを考える地震学は難しいな」と．大きな被害
を及ぼす地震などの自然災害に，日ごろから深
い関心をよせられる陛下のお気持ちがにじみ出
るエピソードだ．
　別の日，萩原さんと 1935 年静岡地震の話に
なった．萩原さんは「卒業後，初めて余震観測
に出かけたのが静岡地震だった」という．「こ

の地震で，倒壊した煉瓦の下敷きになってお子
さんが亡くなった．ご遺族がその香典を地震研
究所に寄付してくれたので観測計器を揃えた」
という．その話からしばらくたって，わたしは，
地震の犠牲になったお子さんの法要を行うとい
う話を聞き込んだ．萩原さんにその話をしたと
ころ，「墓参りしたい」という．萩原さんは法
要の日，静岡を訪れた．そのエピソードを交え
て墓参をテレビニュースで放映させてもらった．
　萩原さんの自宅をおたずねしたこともあっ
た．書斎の本棚などは壁面にしっかり固定され
ていた．地震対策は万全，萩原さんは地震対策
を実践する人だった．
　浅田　敏さんも静岡県の地震対策に欠かせな
い人だった．子どもの頃から機械いじりが大好
きだったそうだ．マイカーは軽自動車のスバル
360．メカニックなところが気に入っていた．
おっとりした性格が物腰ににじみ出た人だっ
た．こんなことがあった．ある年の地震学会で
のこと．休憩ゾーンでコーヒーを飲んでいると
浅田さんがきた．朝一番の学会会場は閑散．
コーヒーポットの前にお盆が置いてあり，その
上には 10 円硬貨 2枚がのっていた．浅田さん
がいった．「学会の担当者は気が利いています
ね」と．浅田さんは続けた．「コーヒーは 30 円
です．お盆に最初から 20 円置いてあるのは，
50 円硬貨でも最初からおつりがある」．なるほ
ど，浅田さんらしい頭のひらめきだ．おおらか
な研究者浅田さんらしい発想だと感心した．気
象庁で地震判定会が終了すると，つづいて記者
会見が行われる．記者会見室の前で待っている
と，浅田さんが小声でささやく．「川端さん，
今月は何も面白いことはありませんよ」と．何
かあると面白いのだろうか，それは微妙なのだ
が

川端信正（元静岡放送）　
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● 津波から身を守るために
　 知っておきたい情報
今村文彦 著

逆流する津波―河川津波のメカ
ニズム・脅威と防災―

評者 谷岡勇市郎　
　2011 年東日本大震災の経験を生かしながら進展して
きた最新の津波予測技術，津波工学研究，防災減災研究
を踏まえ，津波工学研究の第一人者である著者が，津波
の脅威と防災について河川津波の観点から分かりやすく
まとめた本である．タイトルからは一見，河川津波に特
化した著書のように見えるが，津波の基礎から観測技
術・予測技術・計算方法・津波防災技術から避難行動指
針まで丁寧に一般向けに書かれている．津波災害の軽減
について知識を得たい方々や，津波災害の危険性のある
沿岸に住んでいる方々に読んでいただければ，多くの
人々の防災意識を高めることができると期待される好著
である．
　第 1章では，津波とは何かについて，その発生から伝
搬，遡上にいたる一連の挙動を，実際に発生した津波を
例にあげながら分かりやすく説明している．第 2章では
本書のメインである河川を逆流する津波の発生と伝搬の
特徴，またその脅威について実例を示しながら書いてい
る．さらに東日本大震災で明らかになったヘドロを巻き
込んだ黒い津波が越流・遡上してきた場合の脅威につい
ても分かりやすく説明している．第 3章では津波が及ぼ
す被害について詳しく書いている．河川津波のみならず
堤防や防潮堤を越流し，遡上してくる津波が構造物や家
屋さらには人間に及ぼす被害を，津波の高さや流速を指
標として，実際の被害状況や避難状況と比較すること
で，分かりやすく説明している．さらに，時には津波に
よる災害だけが発生するのではなく，火災・土砂災害・
原発事故など複合的な災害が発生し，緊急対応を困難に
することが事例を基に示されている．第 4章では現在の
津波観測設備についての説明とともに津波予測のしくみ
について書いている．津波予測に用いられる数値計算に
ついての一般的な説明から気象庁の津波予測システムの

解説まで分かりやすく書かれている．さらに国や自治体
においてハザードマップを作製する上で重要な浸水予測
計算について紹介するとともに，津波による土砂移動を
含めさらに高度化した数値計算の重要性にも触れてい
る．第 5章（最終章）では，津波，災害に対する防災・
減災について多角的に書いている．東日本大震災の経験
から著者が先頭に立って取り組んできたテーマであり，
最も多くの紙面が割かれている．まず，津波から避難す
るプロセスとして，①災害・危険情報を入手する，②危
険を認知して行動に移す，③安全に避難する，の 3段階
があることを示し，それぞれのプロセスがどれだけ迅速
にかつ的確に実施することができるかにより，津波来襲
時の生死が分かれることが書かれている．次に車避難の
危険性，避難を的確に実施するための認知マップ修正の
重要性，津波緊急避難ビルの設置手法，防災施設として
の防潮堤・防波堤の設置基準とその限界，多重防御によ
る安全な沿岸地域づくり等，さまざまな角度から防災・
減災対策を進めることの重要性が示されている．さら
に，それらを踏まえ，リアルタイム情報に基づき最適な
経路を的確に把握するための避難訓練を提案している．
またそのために開発された最新の携帯アプリも紹介され
ている．最後に震災の経験や教訓を伝承するための取り
組みを紹介し，その重要性を説いている．
　本書に書かれた情報はすべて津波の防災・減災に重要
なものであり，津波災害が懸念される沿岸の住民の方々
や防災に携わる方々に読んでいただき，避難訓練などの
実際の減災対応に役立ててほしい．
＜成山堂書店，2020 年 3 月，A5判，160 頁，2,000 円 +税＞

［たにおか　ゆういちろう　北海道大学地震火山研究

観測センター教授］

● 日本の大地震を知る

山川　徹 著・寒川　旭 監
地図でみる 日本の地震
評者 鶴岡　弘　
　地震防災をはじめるためには，｢日本の過去の大地震
を知ることによりはじまる．｣ が，この本のコンセプト
です．地震の歴史を知ることにより，これから起こるで
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あろう首都直下地震や南海地震等への備えのヒントを学
んでもらうことが著者の考えです．そのため，過去に日
本で起きた大きな地震を網羅し，飛鳥時代 679 年の筑紫
地震から 2019 年の山形県沖地震まで数多くの地震の特
徴を 8つの地域別に解説しています．子供ができる防災
対策を念頭においた本であるとのことですが，多くの皆
様に日本の過去の大地震を知るためのよい本となってい
ます．特徴は，青を基調とした親しみやすい地図の絵を
ふんだんに用いて日本における過去の大地震を丁寧に解
説している点です．各地域の地震活動の特徴は落ち着い
た赤の文字で 1ページあるいは 2ページでまとめ，デー
タの説明は黄色で色分けするなど，カラーを効果的に
使っているのも印象に残る本です．2011 年東日本大震
災（東北地方太平洋沖地震）から解説がスタートして，
震度 7の揺れが 2度襲った 2016 年熊本地震で締められ
ています．また，千年以上前の地震の特徴を知るための
手がかりについても述べられています．歴史書や日記な
どにおける地震の記載を調べることと，遺跡発掘調査な
どです．現代の地震観測により明らかにされる調査より
は精度は劣りますが，過去の地震を調べることは将来の
地震を予測するのと同等に大切なことであること，理学
と文学の融合研究の重要さも併せて強調していると思い
ます．
　本書のコンテンツは，過去の大地震の特徴の解説はも
ちろん，コラムを用いて地震の知識が適切に整理されて
蓄積されるように構成されています．地震には二つの意
味（地震そのものと地震によりもたらされる揺れ）があ
り，一般のかたが混同しやすいマグニチュードと震度の
違いのコラムから，昨今の通信ネットワークの発達・発
展により世界中の情報が自分の手元のスマートフォンで
取得できるようになった現代において，戦争中に発生し
た鳥取地震，東南海地震，三河地震などは報道すらされ
なかったというコラムは，戦争というものがありとあら
ゆる情報を寸断してしまうことの怖さも説明しています．
　本書に何かを付け加えるとすれば，以下の 2つをあげ
ます．1つは，防災科学研究所で管理・維持・運用され
ているMOWLAS（Hi-net, F-net, K-NET, KiK-net, V-net, 
MeSO-net）をはじめ，気象庁および国立大学法人等で
運用されている昨今の地震火山観測ネットワークは，世
界と比較すれば高密度・高精度のネットワークであり，
それらのデータは 1997 年 10 月から気象庁により一元処
理が行われて震源が決定されており，その震源カタログ
の活用です．この本で取り上げられた大地震だけでな
く，微小地震を含めた最近の地震活動の特徴（グーテン
ベルグ・リヒター則や大森︲宇津則など）の説明は地震
を知ることの 1つになります．
　もう 1つは，震源と震源域の関係をもう少し詳しく説

明していただけるとよいように感じました．たとえば，
東日本大震災をもたらした東北地方太平洋沖地震の震源
域は岩手県沖南部から茨城県沖までに及んでおり，その
長さは約 400 km以上，幅は約 200 kmです．震源域の
大きさを理解することも地震を知ることのもう 1つだと
思います．
　最後になりますが，本書は 100 頁あまりですが，日本
の地図帳とともに各家庭に必携の 1冊といえます．索引
前の日本の地震年表をすべて頭にインプットすれば地震
博士の第一歩になることでしょう．

＜偕成社，2019 年 12 月，A4判変，100 頁，2,000 円＋税＞

［つるおか　ひろし　東京大学地震研究所地震火山情報センター長］

● オランダ商館長の視点から，
　 江戸時代の文化や知恵を
　 読み解く
クレインス・フレデリック 著・ 　　 
磯田道史 解説

オランダ商館長が見た日本の災害
評者 廣井　悠　
　本書はタイトルが示すとおり，オランダ商館長の日記
を紹介した書籍である．しかし日記とはいえ本書は，た
だ起きた事実を淡々と記録するだけのものではなく，江
戸時代の代表的な災害である明暦の大火，元禄地震，肥
前長崎地震，天明の大火，そして「島原大変肥後迷惑」
で有名な雲仙岳の火山性地震に直面した商館長や周囲の
人々が，どのように行動し，どのような感情を抱いたか
が手に取るようにわかる，見聞録といった性格のものに
なっている．構成は，各章でほぼ独立に各商館長の日記
が紹介されているのに加え，著者のフレデリック・クイ
レンス氏が日記をもとにした各商館長の体験や所感を紹
介したのち，磯田道史氏が当時の風習や制度について詳
しい解説を加えるという工夫がなされている．このた
め，江戸時代・災害に詳しくない中高生をはじめとした
読者にとっても平易に読み進めることが可能な，たいへ
ん読みやすいものとなっている．しかしながらその内容
は濃く，また記述内容や豊富な関連文献との対比などは
「災害史」と評するに十分なほど詳細なものである．事
実，大学で都市防災の歴史に関する講義を担当している
立場からは，「江戸時代についてはこの書籍を読んでく
ださい」といっても良いくらい，網羅的な知識が充実し
ている．
　本書の第 1章では明暦の大火に直面したオランダ商館
長のワーヘナールについて，第 5章では天明の大火に直
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面したファン・デーレの日記について詳述している．こ
こでとりわけ目を引いたのは，「避難や消火活動の用意
は生活の一部になっていた」といった記述や，まちの迅
速な復興過程についてである．このように，市街地火災
対策が 1つの文化ともなっていた江戸時代と比べ，わが
国の現代市街地は，建物の耐火性能は高くなり，近代的
な消防組織を備え，そして住宅用火災警報器やスプリン
クラーなどの対策も進んでいる．しかしながら，市街地
火災およびその避難に対する意識や知識は，江戸時代の
人々よりも現代人はかなり衰えているような肌感覚を筆
者は持っており，本書を読み解くことでこれを再認識す
るに至った．2018 年 12 月に発生した糸魚川市大規模火
災による大規模延焼や，首都直下地震に関する内閣府想
定の推計被害量をみても，わが国の地震時の市街地火災
リスクはまだ解決したとは言えない状況であることはた
しかである．本書によって，市街地火災が頻発した時代
の「常識」と現代の実態との大きな差異に改めて気付か
された．
　評者の専門である都市計画の分野では，「まちづくり
や地域創生で重要なのは若者，よそ者，ばか者」としば
しば言われることがある．この標語がすべての地域に当
てはまるかどうかはさておき，新しい工夫や解釈を生み
出すには，他者の視点がとりわけ重要であることを示唆
する言葉と考えられる．災害対策も同様であろう．おそ
らく江戸時代の日本人による日記であれば，出火防止を
含めた市街地火災に対するさまざまな配慮や迅速な復興
は当たり前のことであり，江戸時代のまちに住まう人々
の火災に対する意識の高さ，防災対策を生活の一部とす
ることで無理なくリスク低減を行おうとした知恵，そし
て日本人独特の災害観などをここまで明瞭に記述するこ
とはなかったものと思われる．すると本書は，「災害史」
という性格の読み物であるのみならず，災害多発時代に
生きる人々の生活や災害観などの特殊性を明確に伝えう
るものと言えないだろうか．
　ここで紹介されたオランダ商館長が，東日本大震災や
熊本地震などで災害から逃れ，助け合い，復興への道を
進んでいるわが国の現代人をかりに見聞したとすれば，
どのような感想を抱き，彼らはどう記録として残すのだ
ろうか．またわれわれはそれをどう解釈し，どのように
安全で幸せな社会づくりの参考とすればよいのか．本書
の読後，評者はこのようなさまざまな思いを馳せるに
至った．

＜講談社，2019 年 12 月，新書判，288 頁，960 円＋税＞

［ひろい　ゆう　東京大学大学院工学系研究科准教授］

● ～科学の証言を防災に～

岩田孝仁・北村晃寿・小山真人 編
静岡の大規模自然災害の科学
評者 伊藤和明　
　静岡県は災害の見本市といってもいいほど，あらゆる
タイプの自然災害の発生頻度が高い県である．歴史的に
も，駿河湾内から西へと延びる南海トラフは，100～150
年の間隔で，プレート境界地震を引き起こしてきたし，
内陸では，地質的に日本列島を東西に分ける糸魚川＝静
岡構造線が走行しており，富士川河口断層帯の活動も懸
念されている．
　山梨県との県境には，富士山という飛び抜けて巨大な
火山が聳えていて，歴史時代以降もしばしば大噴火を発
生させては，甚大な災害をもたらしてきた．
　また県の東部には，伊豆半島という地学的に特殊な存
在があって，大室山をはじめ，多数の単成火山からなる
伊豆東部火山群や，内陸直下地震の震源となる活断層が
広く分布している．
　気象災害についても，南から吹き寄せる暖湿流が，南
アルプスなどの山地にぶつかることによって，集中的な
豪雨が起きやすく，しばしば水害や土砂災害に見舞われ
る．また，安倍川上流部の大谷崩れのように，大地震に
よる大規模な山地の崩壊も発生してきた．
　これらの自然災害について，静岡大学の教授陣が，そ
れぞれ専門の立場から科学的論証を行い，まとめ上げた
のが本書である．
　本書では，まず第 1部に，2011 年 3 月，東日本大震
災をもたらした東北地方太平洋沖地震と巨大津波発生の
しくみ，および津波堆積物の調査分析からしられる新知
見を紹介，第 2部では，静岡県下の地質の特性，地殻変
動と地震の関わり，断層活動と直下地震，さらには南海
トラフ地震の歴史的検証も含めた最新の知見などが紹介
されている．
　第 3部では，富士山および伊豆東部火山群の噴火史と
防災対策について詳しくまとめるとともに，これら火山
のマグマ供給系に関する現在の知見が紹介されている．
　第 4部では，1976 年に提起された「東海地震説」以後，
地震先進県と評されるほど，静岡県が積極的に進めてき
た地震・津波防災対策の歩み，地震や台風に伴う土砂災
害の歴史とともに，ハード・ソフト両面での防災対策，
必ず来る南海トラフ巨大地震への備えなどについて詳述
している．
　1つの県が，過去に県内で起きた，あるいは将来起き
るべき自然災害について総合的にまとめ，防災対策の充
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実を訴えた書籍はきわめてユニークであり，他に類を見
ないのではないだろうか．
　とりわけ本書では，静岡県下でのさまざまな歴史災害
について，その根源となった自然現象を最新の科学の視
点でひもとき論述している．それはいうまでもなく，将
来同様の現象が発生したときの防災対策に活かされるこ
とが期待されるのである．
　「過去は未来への鍵」という言葉がある．過去に起き
たことは，必ず将来も繰り返される．多様な自然災害に
数多く見舞われてきた静岡県下であるだけに，それは重
要な視点といえよう．
　本書を一読すると，一般住民にはやや専門的で難解な

記述も見受けられるが，全体としては最新の研究成果が
もれなく散りばめられていて興味深い．
　もちろん災害の態様には，地域それぞれの自然環境，
社会環境に応じた特色がある．それだけに，たとえば県
下の各自治体の防災担当者が，本書の記述から地域ごと
の“災害環境”を把握し，将来に備える対策の一助とす
ることを期待したい．
　科学の証言を未来の防災に活かすことの重要性を紙背
に読み取ることのできる 1冊である．
  ＜静岡新聞社，2020 年 3 月，A5判，261 頁，1,600 円＋税＞

  ［いとう　かずあき　元NHK解説委員，防災情報機構会長］

【訂　　　正】
　地震ジャーナル 69 号に掲載された「みんなで翻刻─歴史地震研究とオープンコラ
ボレーションの交差点─」（59～63 ページ）の図キャプションに不備がありましたの
で，以下のように訂正いたします（加納靖之）．

　図 1　歴史資料の例（東京大学総合図書館所蔵『［嘉永七年寅霜月大坂大地震］』）
　図 2　「翻刻！石本コレクション」の例（右側の資料は図 1と同じもの）
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●新刊紹介 

原田隆典・本橋英樹　著
入門・数理地震工学―生産・社会インフラ施設
の地震・津波対策の基礎知識と数学的方法―
技法堂出版，2020 年 4 月，B5 判，240 頁，3,500 円 +税

成田史生・大宮正毅・荒木稚子　著
楽しく学ぶ破壊力学
朝倉書店，2020 年 4 月，A5判，144 頁，2,300 円 +税

伊藤和明　監修
明日の防災に活かす災害の歴史
1．日本列島の誕生～奈良時代
2．平安時代～戦国時代
3．安土桃山時代～江戸時代
4．明治時代～昭和時代中期
5．昭和時代後期～平成・令和時代
小峰書店，2020 年 4 月，A4判変，各 55 頁，各 3,400 円
+税

アルフレッド・ウェゲナー　著，竹内　均　訳，鎌田浩
毅　解説
大陸と海洋の起源
講談社，2020 年 4 月，新書判，400 頁，1,500 円 +税

釜井俊孝　著
宅地の防災学　都市と斜面の近現代
京都大学学術出版会，2020 年 4 月，四六判，3,300 頁，
2,000 円 +税

藤岡換太郎　著
見えない絶景　深海底巨大地形
講談社，2020 年 5 月，新書判，240 頁，1,000 円 +税

纐纈一起　著
地震：どのように起きるのか
丸善出版，2020 年 5 月，新書判，192 頁，1,000 円 +税

日本地球惑星科学連合　編
地球・惑星・生命

東京大学出版会，2020 年 6 月，四六判，280 頁，2,300 円
+税

丸山茂徳　監修
地球と生命の誕生と進化
清水書院，2020 年 6 月，B5 判，176 頁，2,800 円 +税

岡田篤正　著
中央構造線断層帯―最長活断層帯（四国）の諸
性質―
古今書院，2020 年 6 月，B5 判，378 頁，9,800 円 +税

「GEOペディア」制作委員会　編
最新　巨大地震と火山噴火をよく知る本！
清水書院，2020 年 7 月，B5 判，160 頁，2,800 円 +税

運上茂樹　著
ここが聞きたい！耐震設計の基本 Q&A40
建設図書，2020 年 8 月，A5判，240 頁，2,000 円 +税

東京鉄道局写真部　編
関東大震災 鉄道被害写真集 惨状と復旧 1923-
24

吉川弘文館，2020 年 8 月，B5 判，304 頁，18,000 円 +税

大平　徹　著
予測学―未来はどこまで読めるのか―
新潮社，2020 年 8 月，四六判変，208 頁，1,200 円 +税

吉田　望　著
液状化現象 メカニズムから数値解析まで
森北出版，2020 年 8 月，B5 判，384 頁，10,000 円 +税

「地震による地すべり災害」刊行委員会　編
地震による地すべり災害 2018年北海道胆振東
部地震

北海道大学出版会，2020 年 9 月，B5 判，370 頁，6,300 円
+税
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地震ジャーナル・既刊総目録
［61号～70 号］

61号・2016 年 6月
エッセイ　稠密地震観測網の成果と今後の期待
  小原一成
2016 年熊本地震（速報）  岡田義光
岩石破壊実験  吉田真吾
人材育成による世界の地震・津波災害軽減への挑戦
  古川信雄
臨海コンビナートの液状化・流動化対策  濱田政則
書評・藤原　治著　津波堆積物の科学  後藤和久
　　・山岡耕春著　南海トラフ地震  吉田明夫
　　・永原慶二著　富士山宝永大爆発  天野賢一
新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

62 号・2016 年 12 月
エッセイ　東海地震説から 40 年  石橋克彦
故阿部勝征会長の近影  編集部
追悼　阿部勝征先生  佐竹健治
南海トラフ地震震源域のひずみ蓄積状況  西村卓也
南海トラフ地震の中短期予測をめざして  松本則夫
1944 年東南海地震発生時の掛川異常隆起は本当か？
  鷺谷　威
熊本地震での建物被害と耐震設計  高山峯夫
震度データを用いた地震の中期予測─地震発生の
　「相場観」を理解してもらうために─
  小泉尚嗣/今給黎哲郎
囲み記事・「震度 7」の違和感  岡田義光
訂正・2016 年熊本地震（速報）  岡田義光
書評・中西正男・沖野郷子著　海洋底地球科学
  馬場聖至
　　・平田　直著　首都直下地震  中林一樹
新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

63 号・2017 年 6月
エッセイ　地震予測と防災  山岡耕春
会長就任のご挨拶  金沢敏彦
平成 28 年（2016 年）11 月 22 日福島県沖地震による
　津波について─その実態と対応  今村文彦
2016 年 10 月 21 日鳥取県中部の地震（M6.6）について
  香川敬生
オクラホマ州の誘発地震  楠瀬勤一郎
1855 年安政江戸地震の川越における被害  新井健司
寄書・2016 年 6 月 16 日南茅部（函館）地震
  谷岡勇市郎/椎名高裕
　　・韓国慶州マグニチュード 5.8 地震  石川有三
　　・津波碑は犠牲者を減らすことができたのか？
  佐藤翔輔
囲み記事・SARによる地殻変動観測の原理  青木陽介
書評・佐藤比呂志著　巨大地震はなぜ連鎖するのか
　　　─活断層と日本列島  横山裕道
　　・山賀　進著　科学の目で見る日本列島の地震・
　　　津波・噴火の歴史  中川和之
新刊紹介  編集部
「地震ジャーナル」全号電子アーカイブ化に伴う
　著作権委譲に関するお願い  編集部
「地震ジャーナル」著作権規定  編集部
ADEP情報　人事異動

64 号・2017 年 12 月

エッセイ　地震学の社会貢献  MORI, James Jiro
房総半島沖スロースリップイベント  福田淳一
日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の最初の成果
  植平賢司
わが国の海底地殻変動観測の現状  藤本博巳
三次元大振幅振動台と地震体験システムの開発
  熊谷仁志
GEMの活動概要と日本の貢献  藤原広行/郝　憲生
囲み記事・GNSS と GPS の違いについて  辻　宏道
　　　　・美濃焼：濃尾震災にめげず日本一の産地へ
  木股文昭
書評・遠田晋次著　活断層地震はどこまで予測できるか
  加藤照之
　　・末広　潔著　海洋地震学  西澤あずさ
　　・井出　哲著　絵でわかる地震の科学  相原延光
新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

65 号・2018 年 6月
エッセイ　彼を知り己を知れば百戦殆うからず
  福和伸夫
東海地震予知から南海トラフ巨大地震対策へ  平田　直
緊急地震速報の誤報と精度向上の改善策  堀内茂木
1911 年に喜界島近海で発生した巨大地震に伴う
　津波の調査  後藤和彦/岩本健吾
1968 年十勝沖地震・1978 年宮城県沖地震を振り返って
　─両地震がその後の建築耐震設計などに
　どのような影響を与えたか─  北川良和
光格子時計の地震・火山研究応用の可能性を探る
  田中愛幸/黒石祐樹/香取秀俊
寄書・余震統計式再考─指数則とべき乗則を結ぶ─
  萩原幸男
　　・JST-JICA国際共同研究プログラム「SATREPS」
　　　の概要  本蔵義守
囲み記事・J-RISQ 地震速報  岡田義光
　　　　・MOWLAS（陸海統合地震津波火山観測網）
  岡田義光
新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

66 号・2018 年 12 月
エッセイ　警報の鉄則と宿命  西出則武
2018 年 6 月 18 日大阪府北部の地震
  岩田知孝/飯尾能久/松島信一
2018 年大阪府北部地震の周辺活断層と地震活動への
　影響  遠田晋次
北海道東部沖の巨大地震の可能性  佐竹健治
福島県で節目を迎えた自然災害─1888 年磐梯山噴火と
　1938 年福島県東方沖地震─  室谷智子
2015 年 5 月 30 日小笠原諸島西方沖深発地震と異常震域
　の謎  古村孝志
フィリピン地震火山監視強化と防災情報の利活用推進
　＜平成 22～26 年度 SATREPS 課題の概要＞ 井上　公
寄書・ハワイ島で起きる地震の原因と特徴  山田卓司
　　・地震の揺れを伝えない技術への挑戦  梶原浩一
　　・2018 年北海道胆振東部地震（速報）  岡田義光
囲み記事・地震波干渉法とは何か  中原　恒
　　　　・福井地震から 70 年  澤田義博
　　　　・韓国初の液状化被害  大保直人
書評・NAMAZUの会編　新編・鎌倉震災誌  石橋克彦
　　・矢田俊文著　近世の巨大地震  堀川晴央
　　・河野宣之・日置幸介著　動く地球の測り方
　　　─宇宙測地技術が明らかにした動的地球像
  加藤照之
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新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

67 号・2019 年 6月
エッセイ　「生きる，を支える科学技術 Science for 
　　　　　Resilience」を目指す防災科研  林　春男
北海道中軸部の島弧─島弧衝突構造と 2018 年北海道
　胆振東部地震
  岩崎貴哉/伊藤谷生/津村紀子/在田一則/松原　誠
2018 年北海道胆振東部地震における強震動と被害の
　概要  高井伸雄/重藤迪子
建物の強震観測を用いた被災度判定技術  楠　浩一
熊本地震被災住民における健康と生活について
　─被災地での調査から─  古本尚樹
ペルーにおける地震・津波減災技術の向上に関する研究
　─2010～2014 年度 SATREPS 課題の概要─ 山崎文雄
寄書・関東～九州地方の高精度重力図  志知龍一
　　・新たな観測手法としての SfM写真測量の活用
  内山庄一郎
囲み記事・地震の過剰報道？  岡田義光
　　　　・MeSO-net 観測から見えてくるもの
  酒井慎一
　　　　・地震の発生と地震の前兆現象の 1つの
　　　　　アナロジー  津村建四朗
書評・山崎　登著　地震予知大転換　最近の地震災害の
　　　現場から  横山裕道
　　・ 木村　学ほか著　揺れ動く大地　プレートと北海

道  安藤寿男
　　・藤岡換太郎著　フォッサマグナ　
　　　日本列島を分断する巨大地溝の正体  小山真人
　　・ロバート・マイヤーほか著　ダチョウのパラドッ
　　　クス　災害リスクの心理学  関谷直也
新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

68 号・2019 年 12 月
エッセイ　伝えることは難しい  橋本　学
南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応  福和伸夫
理論地震記録を教師データとした機械学習による
　震源決定  坪井誠司/杉山大祐
トルコマルマラ海域の地震・津波災害軽減とトルコの
　防災・教育
　─2013～2017 年度 SATREPS 課題の概要─
  金田義行
寄書・深海魚と地震  織原義明
　　・茨城県の地震の特異性  松村正三
囲み記事・2019 年 6 月 18 日山形県沖の地震（M6.7）
  岡田義光
　　　　・蛇籠を用いた簡易補強工法の検証実験
  中澤博志
　　　　・いにしえのジャーナル記事  岡田義光
書評・中島淳一著
　　　日本列島の下では何が起きているのか  小林洋二
　　・纐纈一起著　地震動の物理学  竹中博士
　　・岡田篤正ほか著　図説日本の活断層
　　　─空撮写真で見る主要活断層帯 36─  白濱吉起
新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

69 号・2020 年 6月
エッセイ　チリ地震津波から 60 年  首藤伸夫
インドネシアを襲った 2つの特異な津波  有川太郎
津波に強い地域づくりのための津波ハザード推定技術
  富田孝史
2019 年カリフォルニア・リッジクレスト地震  三宅弘恵
箱根火山の深部低周波地震  行竹洋平
全国を対象としたリアルタイム地震被害推定システム
　（J-RISQ）の開発  中村洋光
寄書・地震発生を重力でとらえる
　　　─P波到着前の地震シグナル検知─  亀　伸樹
　　・みんなで翻刻─歴史地震研究とオープンコラボ
　　　レーションの交差点─  加納靖之
　　・地震記者の回想  川端信正
囲み記事・「津波の心配はありません」とは
  福満修一郎
　　　　・津波の高さ  岡田義光
　　　　・不確かな確実／確かな不確実─コロナ禍を
　　　　　通して見た臨時情報─  矢守克也
書評・貝塚爽平ほか編　写真と図でみる地形学　
　　　増補新装版  田力正好
　　・横山裕道著　さまよえる地震予知　
　　　追い続けた記者の証言  川端信正
　　・鈴木親彦編　災害記録を未来に活かす
　　　（デジタルアーカイブ・ベーシック②） 古宇田亮一
新刊紹介  編集部
ADEP情報　人事異動

70 号・2020 年 12 月
エッセイ　地震のリスクと共存する新しい生活様式
　　　　　とは？  佐竹健治
スロー地震多発領域が東北地震の破壊を止めた
  西川友章
余震はいつまで続くか  遠田晋次
「地震月報」100 年  岡田義光
南アフリカ大深度金鉱山の地震リスク低減
　─2010～2015 年度 SATREPS 研究成果の概要─
  小笠原宏
寄書・新型コロナウイルス感染と地震活動解析
  津村建四朗/石川有三
　　・1920 年海原地震について  司　宏俊/陳　文凯
　　・迷走する地震予知：課題の解決急ぎたい
  横山裕道
囲み記事・南海トラフ海底地震津波観測網N-net の概要
  青井　真
　　　　・ETASモデルと感染症  尾形良彦
　　　　・地震記者の回想─2─  川端信正
書評・今村文彦著　逆流する津波─河川津波のメカニ
　　　ズム・脅威と防災─  谷岡勇市郎
　　・山川　徹著　地図で見る　日本の地震  鶴岡　弘
　　・クレインス・フレデリック著　オランダ商館長
　　　が見た日本の災害  廣井　悠
　　・岩田孝仁ほか編　静岡の大規模自然災害の科学
  伊藤和明
訂正・みんなで翻刻─歴史地震研究とオープンコラボ
　　　レーションの交差点─  加納靖之
新刊紹介  編集部
地震ジャーナル・既刊総目録［61 号～70 号］
ADEP情報　人事異動



68 ──地震ジャーナル　70 号（2020 年 12 月）

ADEP情報

公益財団法人 地震予知総合研究振興会（ADEP）の人事異動について

採用
　　今村　和清　本部 参事  20. 12.   1

退職
　　光井　能麻　東濃地震科学研究所 主任研究員  20.   9. 30
　　村上　　理　東濃地震科学研究所 副主任研究員  20. 10. 31

配置換等
　　関根　正夫　本部 事務局長
　　　　　　　　（旧）本部 事務局 参事  20.   7.   1
　　櫻井　清人　本部 事務局 参事
　　　　　　　　（旧）本部 事務局長  20.   7.   1
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　長引く新型コ
ロナの影響で，

本誌の編集会議も対面での開催はま
まならず，リモートでのメール会議
により編集作業が続けられている状
態である．
　そんなコロナに関連して，本号で
は 3つの関連記事が掲載されてい
る．まず，東大地震研の佐竹所長か
らは，ウィズコロナの時代に対比し
て，地震学と社会との関係を論じた
冒頭エッセイを頂戴した．
　また，地震活動のETASモデル
の開発により 2019 年度日本地震学
会賞を受賞された統計数理研究所の
尾形先生からは，地震活動モデルと
疫学モデルとの関連を解説したコラ
ム記事をいただいた．Epidemic は
「伝染性の」という意味であり，
ETASモデルは感染症の問題とも
縁があるようである．
　さらに，元気象庁の津村・石川両
先生からは，「新型コロナウイルス
感染と地震活動解析」と題する寄書
をいただいた．石川先生が開発した
地震活動解析ソフト Seis-PC を，津
村先生の発案によって，新型コロナ
の感染者数の解析に活用してみた事
例が紹介されている．
　次に，本文の論説では，まもなく
10 周年の節目を迎える 2011 年東北
地方太平洋沖地震について，M9.0
という超巨大地震の大きさが何に
よって決められたのかという問題に
ついて，京大防災研の西川先生に論
じていただいた．地震後に整備され
た S-net（日本海溝海底地震津波観
測網）で明らかになった，東北沖の
スロー地震多発領域がその鍵を握っ
ているらしい．
　また，東北大の遠田先生からは，
大地震に伴う余震活動はいつまで続
くのかという古くて新しい問題につ
いて，たいへんに興味深い考えを披
露していただいた．余震継続期間は
震源断層の活動間隔に比例し，歪速

度に反比例するようであり，これを
本震後の地震長期評価にどう生かす
かは一考すべき課題であろう．
　このほかの論説としては，このた
び 100 年分の地震データを包含する
ことになった気象庁の地震月報につ
いて，その外形的特徴を報告する記
事を掲載したほか，国際プロジェク
ト SATREPS の個別紹介として，
今回は南アフリカで実施された金鉱
山での地震被害低減をめざした観測
研究を取り上げ，そのプロジェクト
リーダーを務められた立命館大学の
小笠原先生に解説をお願いした．こ
のプロジェクトは，その後 ICDP（国
際陸上科学掘削計画）の一環として
発展を遂げているようである．
　以上のほか，本号では 2編の寄書
を掲載した．その 1つは，今から
100 年前の 1920 年 12 月 16 日に中
国寧夏自治区で発生し，甚大な被害
を生じた 1920 年海原地震（M8.5）
についてであり，（株）サイスモ・リ
サーチの司先生および中国地震局蘭
州地震研究所の陳先生より解説をお
願いした．
　理科年表によれば，20 世紀に世
界で発生した地震のうち，死者数が
最も多かったのは 1976 年唐山地震
（M7.8）の 242,800 人，ついで 1920
年海原地震の 235,502 人，第 3位が
1923 年関東地震（M7.9）の 105,000
人である．しかし，近年の研究によ
れば海原地震による死者数は
273,465 人と見積もられ，20 世紀最
悪の地震だったことになる．
　もう 1つの寄書は，元毎日新聞の
横山氏による「迷走する地震予知：
課題の解決急ぎたい」である．東海
地震から南海トラフ地震へと防災対
策の主たる対象が移る中で，さまざ
まの曖昧さが生じている問題などを
指摘すると同時に，あやしげな民間
地震予測がはびこる現状を憂いてい
る．まことに同感する部分が多い内
容である．

　さらに本号では，囲み記事として
興味深い 2つの話題を提供してい
る．その 1つは「N-net 計画」である．
南海トラフ地震想定震源域の東半分
の海域にはDONET1，DONET2 と
称する観測網がすでに整備されてい
るが，西半分の海域は観測網の空白
域となっている．現在，ここでは新
たな海底観測網の構築が進められて
おり，その概要について防災科学技
術研究所の青井先生に紹介をお願い
した．
　もう 1つの囲み記事は，元静岡放
送の川端氏による「地震記者の回想
─2─」である．前号にひき続き，
東海地震説が世に出された前後の裏
話的な話題が軽妙なタッチで綴られ
ており，今後とも続編を期待したい．
　末筆になったが，当振興会創設者
の萩原尊禮先生を継いで第 2代会長
を務められた高木章雄先生が，10
月 15 日 95 歳にて永眠された．晩年
に至るまで地震の話になるといつも
熱気を帯びる高木先生には，本誌の
発展に関してもいろいろと励ましを
いただいた．心よりご冥福をお祈り
する．
  （Y.O.）

編集後記
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